
第１節 対象施設概要

１ 拓北水再生プラザ 

（1）供用開始 ：昭和５９年９月 

（2）敷地面積 ：３２，１２２㎡ 

（3）処理面積（汚水） ：４５５ha（平成28年3月） 

（4）排除方式 ：分流式 

（5）処理方式 ：標準活性汚泥法（1系についてはｽﾃｯﾌﾟ流入式硝化脱窒法が可

  能） 

（6）水処理能力 ：１６，０００ /日（日最大）平成２３年度末 

（7）汚泥処理方法 ：前処理濃縮後、汚泥圧送（圧送先：創成川水再生プラザ） 

（8）水処理系列 ：２系列（運転開始：昭和５９年９月） 

（9）計画流入水質  ：ＢＯＤ 200mg/L、ＳＳ 250mg/L 

（10）実流入水質   ：ＢＯＤ 150mg/L、ＳＳ 210mg/L（実績平均） 

（11）計画放流水質  ：ＢＯＤ  15mg/L 

（12）放流先     ：１級河川石狩川水系石狩川 

（13）主要な施設 

（ア）汚水ポンプ設備 ：５台（φ250×3 台、φ400×2台） 

（イ）汚水沈砂池 ：２池 

（ウ）最初沈殿池 ：２池（有効容量 622  /池） 

（エ）反応タンク ：２槽（有効容量 2,740  /槽） 

（オ）最終沈殿池 ：２池（有効容量 1,166  /池) 

（カ）接触タンク ：１池（有効容量 420  ) 

（キ）汚泥前処理設備 ：１台（汚泥スクリーン×1台） 

（ク）重力濃縮タンク ：２槽（有効容量 112  /槽） 

（ケ）圧送汚泥槽 ：２槽（有効容量 80  /槽） 

（コ）圧送処理水槽 ：２槽（有効容量 357  /槽） 

（サ）圧送汚泥ポンプ設備 ：４台（φ200×4 台） 

（シ）自家用発電設備 ：１台（6,600V：1,000KVA×１台） 
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第２節 拓北水再生プラザ処理基準 

受託者は下記に示す処理基準に従い、施設の運転管理を行うこと。 

１ 運転水位    

下水管渠からの溢水事故が起きないよう配慮して運転を行うこと。   

２ 主ポンプの運転    

通常は、主ポンプの運転は、ポンプ井水位による自動運転を基本とする。   

３ 予備機の運転    

機器の保全管理のため、予備機は、原則として一定期間ごとに稼動機と交代して運転す

るものとする。    

４ 運転操作に係る指標    

水再生プラザからの放流水質の基準及び目標は以下のとおりとする。   

 (1) 下水道法（計画放流水質 BOD 15mg/L 以下等）水質汚濁防止法その他の関連法令で定

める水質基準を順守すること。   

 (2) 河川環境保全のため、委託者が設定した以下の目標を満たすよう努めること。 

目標放流水質 BOD ７mg/L 以下（令和 2年度目標値） 

なお、上記の目標が変更となった場合は、別途通知するものとする。 

５ 効率的な運転管理 

施設の運転に当っては、効率よく運転管理を行うとともに、無駄な経費がかからないよ

うにしなければならない。 

６ 電力の使用について 

契約電力については、電力会社との受給契約により定められているので遵守しなければ

ならない。   

契約電力  令和２年９月現在   

・拓北水再生プラザ ：301kW  

７ 雨天時等の出動基準   

受託者は原則、下記に示す基準に従って、出動し雨天時等の緊急時の体制を確立しなけ

ればならない。  

（1）出動基準 

札幌市のほか、石狩中部及びその近隣支庁において、大雨、洪水、土砂災害、融雪等の

注意報、警報が発令されることが予測される場合、汚水ポンプ等の稼働状況により、あら

かじめ定めた緊急時の連絡体制表に従い、出勤すること。 

（2）出勤場所 

拓北水再生プラザを基本とする。 
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第３節 環境配慮 

１．運転管理業務 

ア 受託者は、受託業務における環境負荷の低減を推進するため、次の各号に定める事項につ

いて積極的に取り組まなければならない。 

(ｱ) 省資源・省エネルギーの推進（エネルギーの効率的活用） 

(ｲ) 廃棄物の減量及びリサイクル 

(ｳ) 環境汚染の危機管理の徹底（緊急事態への準備及び手順の確立） 

(ｴ) 環境関係法令の遵守 

(ｵ) 自動車等使用時の環境負荷の少ない車両使用及びアイドリングストップの実施などの環

境配慮運転 

(ｶ) 業務に係る用品等のエコマーク商品等グリーン仕様品使用 

(ｷ) 業務従事者に対する適切な教育と訓練（上記(ｱ)から(ｶ)までの自覚及び技能の向上） 

イ 受託者は、上記アの履行にあたり、電気等使用量の削減に努め、別に定める要領により、

次の数量を委託者へ、毎月、報告しなければならない。 

(ｱ) 電気等使用量 

(ｲ) 一般廃棄物排出量及びリサイクル率 

ウ 受託者は、上記アの履行にあたり、別に定める要領により、適用される環境法令の遵守状

況を委託者へ、毎月、報告しなければならない。 

エ 受託者は、環境に関して想定される緊急事態について、別に定める要領に従って、その対

応のための手順書を作成し、委託者へ報告しなければならない（見直しを行った結果、想定

事項の総てについて、改定が必要ない場合を除く）。想定する緊急事態は、次のものを基本

とする。 

(ｱ) 重油・灯油貯留タンク等の漏洩による地下水・土壌汚染及び水質汚濁 

(ｲ) 次亜塩素酸ナトリウム・硫酸・水酸化ナトリウム貯留タンク等の漏洩による地下水・土

壌汚染及び水質汚濁 

(ｳ) 臭気処理・吸引・送気設備の事故・故障等及び下水の腐敗による悪臭の発生 

(ｴ) ばい煙発生施設及びばい煙処理・吸引・送気設備の事故・故障等によるばい煙の発生 

(ｵ) 水処理機能低下等に伴う水質汚濁 

オ 受託者は、前項の緊急事態が発生した場合には、すみやかに前項の手順書にしたがって、

必要な措置、連絡等を行わなければならない。また、別に定める要領により、緊急事態対応

の記録を作成し、委託者へ報告しなければならない。 

 また、緊急事態対応手順書に不備があると認められる場合には、緊急事態収拾後、直ちに

当該手順書の改定を行い、改定した手順書を委託者へ報告しなければならない。 

カ 受託者は、上記の想定される緊急事態の全てについて、手順書に示す手順が適切かどうか

の確認のため、定期テストを実施し、別に定める要領により、それぞれ記録を作成し、委託

者へ報告しなければならない。 

 また、手順書に不備があると認められる場合には、直ちに手順書を改定し、改定した手順

書を委託者へ報告しなければならない。 

キ 各施設の運転管理業務受託者は、エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和54年法律

第49号）第5条に基づき経済産業大臣が公表する判断の基準となるべき事項の趣旨にしたがっ
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て、省エネルギーのための管理標準を作成しなければならない。 

 受託者は、自ら作成する管理標準又は委託者若しくは業務管理者が作成する当該管理標準

を遵守しなければならない。 

ク 受託者は、以上のほか、上記アの実践のため、機器操作における省エネルギー、施設維持

管理における省エネルギー・省資源行動などについて、適宜、必要な手順書を作成するもの

とする。 

 なお、環境法令の遵守及び水再生プラザ施設管理については、原則として、委託者の各法

令等遵守手順書及び施設管理手順書に準じて運用するものとする。 

ケ 受託者は、別に定める要領に従い、次の各号に定める研修を実施し、それぞれ、記録を作

成し、委託者へ報告しなければならない。ただし、受託者がＥＭＳの認証を取得している場

合にあっては、報告を要しない。 

(ｱ) 環境対策に関する受託者の体制、年間予定、日常の心掛けなど、受託業務を実施するに

あたり必要な基本的事項の研修。 

(ｲ) 施設・機器運転における省エネルギー・省資源・廃棄物排出抑制に関する具体的機器操

作・点検等に関する研修。 

(ｳ) 当該施設に適用される環境法令遵守事項の研修（次の法律については、毎年実施するこ

と）。 

・毒物及び劇物取締法 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・エネルギーの使用の合理化に関する法律 

・水質汚濁防止法 

・下水道法 

(ｴ) その他必要な研修 

コ 受託者は、上記アからケに関することを含め、環境配慮の取り組みについて、関係職員が

参加する月例会議を開催し、現状を認識し、是正・改善点や今後の取り組みについて話し合

わなければならない。 

サ 受託者は、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

（平成11年７月13日法律第86号）」の趣旨により、化学物質の自主的な管理の改善を促進し、

環境の保全上の支障を未然に防止するよう努めなければならない。 

シ 受託者は、契約期間の最終月に、使用している手順書、管理標準、取り組み資料・データ

を書類にまとめ、必要事項を記載した書類を添付して次期受託者が理解しえる引継書を作成

し、残さなければならない。ただし、次期受託者が同一の受託者であることが決定している

場合は、その限りでない。 

ス イ及びウによる受託者の報告のうち、契約期間最終月に係るものは、当該報告に代えて、

前項の引継書に当該様式書類作成に必要な資料・データを残すものとする。当該業務の次期

受託者は、それらの資料・データを整理して、別に定める要領に従い、本市担当者へ報告す

るものとする。ただし、次期受託者が同一の受託者であるであることが決定している場合は、

その限りでない。 

２．庁舎清掃業務 

 受託者は、受託業務における環境負荷の低減を推進するため、次の事項について積極的に取
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り組み、別に定める要領により、その状況を委託者に報告しなければならない。 

ア 電気、水道、油、ガス等の使用にあたっては、次の事項等、極力節約に努めること。 

・清掃後の使用しない部屋の照明を消す等の節電 

・必要最低限の照明とした作業 

イ 紙・缶・びん・ＰＥＴボトルの分別収集等によるごみ減量及びリサイクルに努めること。 

ウ 清掃に使用する洗剤等は、環境に配慮したものを使用し、極力節約に努めること。 

エ 自動車等を使用する場合は、できるだけ環境負荷の少ない車両を使用し、アイドリングス

トップの実施など環境に配慮した運転を心がけること。 

オ 業務に関わる従業員に対し、以上の内容について自覚を持つ研修を行うこと。 

３．その他の業務 

 受託者は、受託業務における環境負荷の低減に配慮した履行に努めなければならない。特に、

次の事項について積極的に取り組まなければならない。 

ア 電気、水道、油、ガス等の使用にあたっては、極力節約に努めること。 

イ ごみ減量及びリサイクルに努めること。 

ウ 両面コピーの徹底やミスコピーを減らすことで、紙の使用量を減らすよう努めること。 

エ 自動車等を使用する場合は、できるだけ環境負荷の少ない車両を使用し、アイドリングス

トップの実施など環境に配慮した運転を心がけること。 

オ 業務に係る用品等は、極力エコマーク商品等のグリーン仕様品を使用すること。 

カ 環境汚染につながる緊急事態へ備えること。 

キ 業務に関わる従業員に対し、以上の内容について自覚を持つ研修を行うこと。 
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別添 

札幌市下水道河川局事業推進部 委託業務ＥＭＳ要領 

平成 19 年（2007 年）1月 15 日 

処理担当部長決裁 

平成 19 年（2007 年）12 月 26 日改正 

平成 22 年（2010 年）4月 20 日改正 

平成 26 年（2014 年）10 月 24 日改正 

平成 28 年（2016 年）4月 1日改正 

平成 29 年（2017 年）4月 1日改正 

 本要領は、札幌市下水道河川局事業推進部発注の次の各号のいずれかの委託業務

（処理担当部長所管の業務に限る。以下、「処理担当部委託業務」という。）につい

て、受託者が仕様書に基づいて実施する環境配慮について、定めるものである。

(1) 水再生プラザ（下水処理場）の運転管理業務 

(2) 下水汚泥の脱水、焼却施設又は手稲沈砂洗浄センター、厚別洗浄センターの運

転管理業務 

(3) 前２号に掲げるいずれかの施設に係る総括管理業務 

(4) 庁舎清掃業務 

(5) 脱水汚泥等の運搬業務 

(6) その他の業務 

第１ 環境配慮の取り組み 

 受託者は、委託業務における環境負荷の低減を推進するため、次の各号に定め

る事項について積極的に取り組まなければならない。 

(1) 省資源・省エネルギーの推進（エネルギーの効率的活用） 

(2) 廃棄物の減量及びリサイクル 

(3) 環境汚染の危機管理の徹底（緊急事態への準備及び手順の確立） 

(4) 環境関係法令の遵守 

(5) 自動車等使用時の環境負荷の少ない車両使用及びアイドリングストップの実

施などの環境配慮運転 

(6) 業務に係る用品等のエコマーク商品等グリーン仕様品使用 

(7) 業務従事者に対する適切な教育と訓練（上記(1)から(6)までの自覚及び技能

の向上） 

第２ 電気等使用量の報告 

 各施設の運転管理業務受託者は、上記第１の履行にあたり、電気等使用量の削

減に努め、次の各号に定める様式により、月報報告書に添付し、本市業務担当者

へ（当該施設に関し、総括管理業務が別途契約されている場合にあっては、総括

管理業務受託者へ）報告しなければならない。 

 ただし、受託者が国際規格「ISO14001」、国内規格「エコアクション 21」、「北海
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別添 

道環境マネジメントシステムスタンダード」等の認証取得、「札幌市生活環境の確

保に関する条例に基づく環境保全行動計画の策定等」（以下；ＥＭＳの認証）を取

得している場合にあっては、当該各様式の報告事項を記載した別の様式で報告す

ることができる。 

 (1) 委託ＥＭＳ様式１「電気等使用量報告書」  

(2) 委託ＥＭＳ様式２「一般廃棄物排出量及びリサイクル率報告書」 

 総括管理業務の受託者は、上記第１の履行にあたり、電気使用量等の削減のた 

め、受託業務の範囲の各施設の運転管理業務受託者が毎月作成する上記数量の報

告書について、数量・状況を確認し、運転方法その他における省エネルギー等の

取り組みについて、指導・助言しなければならない。また、各運転管理業務受託

者が作成する当該報告書をとりまとめて、下記に定める様式を作成し月報報告書

に添付して本市業務担当者へ、報告しなければならない。 

(3) 委託ＥＭＳ様式Ａ「エネルギー削減実施状況」 

第３ 環境関係法令の遵守状況の報告 

 各施設の運転管理業務受託者は、上記第１の履行にあたり、環境関係法令の遵

守状況を委託ＥＭＳ様式３「環境法令遵守事項一覧表」により、月報報告書に添

付し、本市業務担当者へ（当該施設に関し、総括管理業務が別途契約されている

場合にあっては、総括管理業務受託者へ）報告しなければならない。ただし、受

託者がＥＭＳの認証を取得している場合にあっては、当該各様式の報告事項を記

載した別の様式で報告することができる。 

 総括管理業務受託者は、受託業務の範囲の各施設の運転管理業務受託者が毎月

作成する環境関係法令の遵守状況の報告書について、状況を確認し、指導・助言

しなければならない。また、各運転管理業務受託者が作成する当該報告書をとり

まとめて、年度末の月報報告書に添付し、本市業務担当者へ報告しなければなら

ない。 

第４ 緊急事態対応 

１ 緊急事態対応手順書の作成 

 各施設の運転管理業務受託者は、次の施設・設備等の使用に伴い、環境に関し

て想定される緊急事態ごとに、その対応のための手順書を委託ＥＭＳ様式４「緊

急事態対応手順書」により作成し、年度当初（４月分月報提出時）に本市業務担

当者へ（当該施設に関し、総括管理業務が別途契約されている場合にあっては、

総括管理業務受託者へ）報告しなければならない。ただし、受託者がＥＭＳの認

証を取得している場合にあっては、同様式４の報告事項を記載した別の様式で報

告することができる。 

 想定する緊急事態は、次のものを基本とする。 

(1) 灯油・重油・軽油の貯蔵タンク等からの漏洩による地下水・土壌汚染及び水

質汚濁 

(2) 次亜塩素酸ナトリウム・硫酸・水酸化ナトリウム貯蔵タンク等からの漏洩に

よる地下水・土壌汚染及び水質汚濁 

(3) 臭気処理・吸引・送気設備の事故・故障等及び下水の腐敗による悪臭の発生 
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(4) ばい煙発生施設及びばい煙処理・吸引・送気設備の事故・故障等によるばい

煙の発生 

(5) 水処理機能低下等に伴う水質汚濁 

 総括管理業務の受託者は、受託業務の範囲の各施設の運転管理業務受託者が作

成する緊急事態対応手順書について、内容を確認し、指導・助言しなければなら

ない。また、各運転管理業務受託者が作成した当該手順書をとりまとめて、年度

当初（４月分月報提出時）に本市業務担当者へ報告しなければならない。 

２ 緊急事態対応 

 各施設の運転管理業務受託者は、前項の緊急事態が発生した場合には、すみや

かに前項の手順書にしたがって、必要な措置、連絡等を行わなければならない。

また、緊急事態対応の記録を委託ＥＭＳ様式５「緊急事態対応記録書」により作

成し、当該緊急事態発生後すみやかに本市業務担当者へ（当該施設に関し、総括

管理業務が別途契約されている場合にあっては、総括管理業務受託者へ）報告し

なければならない。ただし、受託者がＥＭＳの認証を取得している場合にあって

は、同様式５の報告事項を記載した別の様式で報告することができる。 

 また、各施設の運転管理業務受託者が作成する緊急事態対応手順書に不備があ

ると認められる場合には、緊急事態収拾後、直ちに当該手順書の改定を行い、改

定した手順書を本市業務担当者へ（当該施設に関し、総括管理業務が別途契約さ

れている場合にあっては、総括管理業務受託者へ）報告しなければならない。 

 総括管理業務の受託者は、受託業務の範囲の各施設で緊急事態が発生した場合

には、すみやかに事態が収拾するよう必要な措置、連絡、各施設の運転管理業務

受託者への指示、協力等を行わなければならない。また、各運転管理業務受託者

が作成する緊急事態対応の記録を確認し、当該緊急事態発生後すみやかに本市業

務担当者へ報告しなければならない。 

 また、各施設の運転管理業務受託者が作成する緊急事態対応手順書に不備があ

ると認められる場合には、緊急事態収拾後、直ちに当該手順書の改定に関する指

導・助言を行い、改定した手順書を本市業務担当者へ報告しなければならない。 

３ 緊急事態定期テストの実施 

 各施設の運転管理業務受託者は、想定される緊急事態の全てについて、第１項

の緊急事態対応手順書の手順が適切であるか否かの確認のため、定期テストを実

施し、それぞれ、実施後すみやかに委託ＥＭＳ様式６「緊急事態定期テスト記録

書」により記録を作成し、本市業務担当者へ（当該施設に関し、総括管理業務が

別途契約されている場合にあっては、総括管理業務受託者へ）報告しなければな

らない。ただし、受託者がＥＭＳの認証を取得している場合にあっては、当該様

式の報告事項を記載した別の様式で報告することができる。 

 また、手順書に不備があった場合には、直ちに手順書を改定し、改定した手順

書を本市業務担当者へ（当該施設に関し、総括管理業務が別途契約されている場

合にあっては、総括管理業務受託者へ）報告しなければならない。 

 総括管理業務の受託者は、受託業務の範囲の各施設の運転管理業務受託者が手

順書に示す手順が適切であるか否かの確認のために実施する緊急事態定期テスト

について、その実施に関する指導・助言を行わなければならない。また、各運転

管理業務受託者が作成する当該記録書をとりまとめて、それぞれ、実施後すみや
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かに本市業務担当者へ報告しなければならない。 

 また、緊急事態定期テストの結果、当該緊急事態対応手順書に不備があると認

められる場合には、直ちに当該運転管理業務受託者に対し当該手順書の改定に関

する指導・助言を行い、改定した手順書を本市業務担当者へ報告しなければなら

ない。 

定期テストの実施頻度については、年に 1 回を目安として、該当する緊急事

態の重要度に応じて、決定すること。また、その内容を必ず緊急事態手順書に明

記すること。 

第５ 省エネルギーのための管理標準 

 各施設の運転管理業務受託者（当該施設に関し、総括管理業務が別途契約され

ている場合を除く。）及び総括管理業務の受託者は、エネルギーの使用の合理化等

に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号）第 5 条に基づき経済産業大臣が公表する

判断の基準となるべき事項の趣旨にしたがって、省エネルギーのための管理標準

を作成しなければならない。 

 各施設の運転管理業務受託者及び総括管理業務の受託者は、本市又は総括管理

業務受託者が作成する当該管理標準を遵守しなければならない。 

第６ 各種手順書 

 各施設の運転管理業務受託者及び総括管理業務の受託者は、以上のほか、上記

第１の実践のため、適宜、必要な手順書を作成するものとする。 

 なお、環境法令遵守事項及び水再生プラザ施設管理については、原則として、

本市の各法令等遵守手順書及び施設管理手順書に準じて運用するものとする。 

第７ 研修 

１ 各施設の運転管理業務受託者及び総括管理業務の受託者は、次の各号に定め

る研修を実施し、それぞれ、実施後すみやかに委託ＥＭＳ様式７「研修実施報告

書」により記録を作成し、本市業務担当者へ報告しなければならない。ただし、

受託者がＥＭＳの認証を取得している場合にあっては、報告を要しない。 

(1)職員環境研修 

環境対策に関する受託者の体制、年間予定、日常の心掛けなど、受託業務

を実施するにあたり必要な基本的事項の研修 

(2)特定業務研修 

特に環境配慮が必要な作業（以下「特定業務」という。）に従事する職員

が、その業務の遂行に必要な知識・技能を習得するために実施する。 

「特定業務」は、次のものを対象とする。 

ア 設備機器の運転管理（ボイラーの運転、処理施設の運転等） 

イ 毒物、劇物、危険物の取扱い（薬品の使用・保管、燃料タンクの管理等） 

ウ 特別管理産業廃棄物の保管・処理（感染性廃棄物、PCB 廃棄物の保管・処

理等） 

エ その他、特別な知識及び技能が必要とされる業務 

(3) その他必要な研修 
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２ 前項各号の研修は、管理的立場の者を含む関係職員全員が参加することを原

則とし、未受講者には、追加研修、研修資料・情報の付与等、必要な措置を講じ

ること。 

第８ 月例会議 

 各施設の運転管理業務受託者及び総括管理業務の受託者は、上記第１から第７

に関することを含め、環境配慮の取り組みについて、関係職員が参加する月例会

議を開催し、現状を認識し、是正・改善点や今後の取り組みについて話し合わな

ければならない。 

第９ 庁舎清掃業務受託者の義務 

 庁舎清掃業務受託者は、委託業務における環境負荷の低減を推進に積極的に取

り組み、その状況を委託ＥＭＳ様式８「環境に配慮した業務履行についての報告

書」により、本市業務担当者へ毎月、報告しなければならない。 

第 10 脱水汚泥等運搬業務受託者の義務  

  脱水汚泥等運搬業務受託者は、委託業務における環境負荷の低減を推進に積極

的に取り組み、その状況を委託ＥＭＳ様式９「環境に配慮した業務履行について

の報告書」により、本市業務担当者へ毎月、報告しなければならない。 

第 11 引継書の作成、月次書類の契約最終月の扱い 

１ 手順書等、取り組み資料・データの引継ぎ等 

 本要領前文(1)から(5)までの受託者は、契約期間の最終月に、使用している手

順書、管理標準、取り組み資料・データを書類にまとめ、必要事項を記載した書

類を添付して次期受託者が理解しえる引継書を作成し、残さなければならない。

ただし、次期受託者が同一の受託者であることが決定している場合は、その限り

でない。 

２ 契約期間最終月の実績報告書類 

 本要領第２及び第３に掲げる様式による受託者の報告のうち、契約期間最終月

に係るものは、当該報告に代えて、前項の引継書に当該様式書類作成に必要な資

料・データを残すものとする。当該業務の次期受託者は、それらの資料・データ

を整理して、本要領第２及び第３にしたがい、本市担当者又は総括管理業務受託

者へ報告するものとする。ただし、次期受託者が同一の受託者であるであること

が決定している場合は、その限りでない。 

 この要領は、履行期間が平成 19 年度の処理担当部長所管委託業務から適用する。 

（平成 19 年 12 月 26 日改正） 

 この要領は、現在履行中の処理担当部長所管委託業務及び今後の処理担当部長所

管委託業務について適用する。 
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（平成 22 年 4 月 20 日改正） 

 この要領は、現在履行中の処理担当部長所管委託業務及び今後の処理担当部長所

管委託業務について適用する。 

（平成 26 年 10 月 24 日改正） 

 この要領は、現在履行中の処理担当部長所管委託業務及び今後の処理担当部長所

管委託業務について適用する。 

（平成 28 年 4 月 1 日改正） 

 この要領は、現在履行中の処理担当部長所管委託業務及び今後の処理担当部長所

管委託業務について適用する。 

（平成 29 年 4 月 1 日改正） 

 この要領は、現在履行中の処理担当部長所管委託業務及び今後の処理担当部長所

管委託業務について適用する。 
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第４節 安全、衛生に関する事項 

１.全保護具・救急用具の点検 

  点検間隔 関連法規 備 考 

保護具の点検 空気呼吸器 始業点検（日常）

3か月毎 

安衛法第22条 

第65条 

施行令第21条9 

酸素欠乏症等防止規則 

第5条の2 

第7条 

健康障害の防止措置 

作業環境測定 

酸欠危険場所 

保護具の使用 

保護具等の点検 

救急用具 担架・消毒薬等 3か月毎 安衛法第23条 

安衛則第633条 

    第634条 

作業環境での必要措

置、設置 

２.絶縁用保護具点検 

  点検間隔 関連法規 備 考 

定期自主検査  1年毎 安衛法第45条 

安衛則第351条 

外注委託 

３.給水設備点検（飲料水） 

  点検間隔 関連法規 備 考 

定期水質検査  7日以内 札幌市給水設備の構造及び維持

管理等に関する指導要綱第２

条、第５条 

平成7年10月１日

施行 

※維持管理に関する

書類は3年間保存 

精密検査 1年毎 給水設備維持管理基準 

1-（2）ア、イ 

外注委託 

貯水槽点検  7日以内 札幌市給水設備の構造及び維持

管理等に関する指導要綱 第２

条、第５条 

清掃 1年毎 給水設備維持管理基準 

4－（4）

外注委託 

給水ポンプ点

検 

 7日以内 札幌市給水設備の構造及び維持

管理等に関する指導要綱第２

条、第５条 

給水設備維持管理基準 

6－（2）
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４.作業環境の測定 

  点検間隔 関連法規 備 考 

定期測定 一酸化炭素、炭酸

ガス、室温、湿度

６か月毎 安衛法第65条 

安衛令第21条5 

事務所衛生基準規則 

第７条 

作業環境測定 

事務所（中央管理方式）

照度の測定 ６か月毎 安衛法第71条の2 

安衛則第604条 

事務所衛生基準規則 

第10条 

快適な職場環境の形成

のための措置 

視環境 

注）：中央管理方式の事務所の２か月毎点検は下水施設には該当しないが、下水施設特有の作業環境と

いうことで６か月毎点検を行うことにする。 

５.定期点検サイクル表 

点検名 月点検 
隔月等点検 

６ｶ月点検 年点検 備    考 
隔月 ３ｶ月 ４ｶ月 

安全保護具・救急 

用具点検 
◎     

絶縁用保護具点検     ◎   

作業環境測定     ◎  事務室・他 

給水設備検査 ◎週点検      水質 

給水設備点検 ◎週点検      水槽 

同上 ◎週点検      ポンプ設備 
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第５節　運転管理業務提出書類一覧
区 分 提出期限等 頻 度 部数 備 考

決定後速やかに - 変更時も提出
決定後速やかに - 変更時も提出
決定後速やかに - 2 変更時も提出
決定後速やかに - 2 変更時も提出
決定後速やかに - 2 変更時も提出
決定後速やかに - 2 変更時も提出
決定後速やかに - 2 変更時も提出
決定後速やかに - 2 変更時も提出
決定後速やかに - 2 変更時も提出
必要に応じて - 1
必要に応じて - 1
必要に応じて - 1

1回/月 1
1回/月 1

業務引継前 契約期間満了までに - 1

労務環境調査 1

速やかに 1回/年 1 点検、委託、水質、研修ほか

概ね１週間前までに 1回/月 1 点検、保全作業、委託、水質、研修ほか

委託者の指示による - 1 ２年目以降
速やかに 1回/週 - （WACS帳票印刷）
速やかに 毎日 - （WACS帳票印刷）
速やかに 毎日 - （WACS帳票印刷）
概ね１週間前までに 1回/月 1
速やかに 1回/年 2
実施後速やかに 1回/月 1 安全衛生パトロール報告書含む

実施後速やかに 1回/3ｶ月 1 絶縁用保護具含む
実施後速やかに 1回/3ｶ月 1
実施後速やかに 1回/3ｶ月 1
実施後速やかに 1回/月 1
実施後速やかに 1回/6ｶ月 1
翌月速やかに 1回/月 1 水槽、ポンプ設備

その都度 1回/年 1
その都度 1回/年 1
その都度 1回/年 1
その都度 1回/年 1
その都度 - 1 委託者が指示する研修・訓練等

運転報告
速やかに 毎日 1 メールで送付
速やかに 毎日 1 メールで送付
速やかに 1回/月 1

各種保守点検記録
速やかに 毎日 1

機器切替表 実施後速やかに 1回/月 1
沈砂池設備点検表 実施後速やかに 1回/3ｶ月 1
主ポンプ設備点検表 実施後速やかに 1回/月 1
池槽設備点検表 実施後速やかに 1回/3ｶ月 1
消毒設備点検表 実施後速やかに 1回/4ｶ月 1
汚泥処理設備点検表 実施後速やかに 1回/3ｶ月 1
換気脱臭設備点検表 実施後速やかに 1回/3ｶ月 1
自家発点検表 実施後速やかに 1回/月 1
自家発試運転記録簿 実施後速やかに 1回/月 1
始動制御装置点検表 実施後速やかに 1回/年 1

高圧電気設備点検表 実施後速やかに 1回/月 1 外観・盤内目視等点検
蓄電池設備点検表 実施後速やかに 1回/月 1
直流電源装置・蓄電池月例点検表 実施後速やかに 1回/月 1
蓄電池精密点検表 実施後速やかに 2回/年 1
高圧・低圧絶縁抵抗測定表 実施後速やかに 1回/年 1 接地抵抗測定含む

クレーン設備点検表 実施後速やかに 2回/年 1
第二種圧力容器点検表 実施後速やかに 2回/年 1

1
業務代理人指定通知書
業務代理人経歴書

業務開始時
運転指導及び研修依頼
新規電話回線開設承諾願
車庫証明取得承諾願

業務着手前

業務従事者名簿
法定資格者等名簿
作業主任等指定通知書及び経歴書
勤務体制表
緊急時の連絡体制表

業務引継工程表

提出書類の名称

業務着手時

完了時又は、
支払い請求時業務委託内訳書

業務の引継書類

労働者の労働環境、労働管理に係る書類
別紙「労働社会保険諸法令遵守状況
確認に関する特記事項」による

業務計画
年間業務計画書
月間作業計画
契約年数を超える補修計画書

業務完了時
完了届

安全管理体制表

作業管理

週間作業予定表
作業報告書
操作室引継書
勤務割表

安全、衛生

安全衛生管理体制表

安全衛生管理報告書
安全保護具点検表
空気呼吸器点検表

安全衛生会議議事録

AED点検表
救急用具点検表

作業環境測定結果
給水設備点検及び外観検査記録

研修・訓練

防災訓練報告書
研修・教育・訓練実施報告書

電気保安教育計画書・終了報告書
その他研修・訓練等結果報告書

消火訓練報告書

主要設備

電気設備

法定点検

電気作業（高圧）計画書・報告書

運転・点検
報告
（施設毎）

運転日誌
運転日報
運転月報

日常点検表（場内巡視）
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区 分 提出期限等 頻 度 部数 備 考提出書類の名称

ゲート設備点検表 実施後速やかに 2回/年 1
樋門点検表 実施後速やかに 1回/年 1
外壁面外扉等建物外部点検表 実施後速やかに 1回/年 1
温水ボイラ、給湯設備点検表 実施後速やかに 3回/年 1
冷暖房空調設備点検表 実施後速やかに 1回/6ｶ月 1
フロンガス使用機器点検表 実施後速やかに 1回/3月 1
災害対策用機材点検表 実施後速やかに 1回/年 1
その他点検表、測定記録 実施後速やかに - 1
敷地境界標調査結果報告書 その都度 1回/年 1

速やかに - 1 日常、週試験含む
速やかに 1回/月 1
速やかに 1回/月 1

実施後速やかに - 1
実施後速やかに - 1
実施後速やかに - 1
実施後速やかに - 1
実施後速やかに - 1
その都度 - 1

- 1
- 1

速やかに - 1
速やかに - 1 停電時
速やかに - 1 停電時
雨天時動員後 - 1
速やかに - 1
速やかに - 1
速やかに - 1
速やかに - 1
速やかに - 1
速やかに - 1
その都度 - 1
速やかに - 1
業務改善命令を受けた時 - 1
速やかに - 1
速やかに - 1 従事者、運転に係る事故
速やかに 1回/月 1
委託者の指示による - 1
その都度 - 1
速やかに 1
速やかに 1回/年 1
その都度 - 2 仕様書で指定するもの
その都度 - 2 仕様書で指定するもの
業務終了後 - 1 S-MACに入力

速やかに - 1 管理責任者変更含む

毎月 1回/月 1
毎月 1回/月 1
毎月 1回/月 1
その都度 - 1
その都度 - 1
その都度 - 1
その都度 - 2 仕様書に指定するもの
その都度 - 2 仕様書で指定するもの

その都度 - 2
その都度 - 2
その都度 - 2
その都度 1回/年 2
その都度 1回/年 2
その都度 - 2
その都度 - 2
その都度 2回/年 2
その都度 - 2
その都度 1回/6年 2
その都度 1回/6年 2
その都度 - 2
その都度 1回/2年 2

その他の
点検報告
（施設毎）

その他定期点検表

水質試験

水質又は、汚泥等の結果報告書
劇物使用簿
劇物試薬管理表
水質監視計器の保守点検
MLSS計点検表
DO計点検表
汚泥界面計点検表
濁度計点検表
アンモニア計点検表

法的要求事項遵守状況一覧表
緊急事態対応手順書、記録書
緊急事態定期テスト記録書
研修実施記録簿、名簿

一定の降雨時又は、
委託者の指示による雨天時における運転状況報告書

雨天時点検報告
雨天時点検表

沈砂池点検表

雨天時速報

発電機点検表
自家発運転記録

ヒヤリハット報告書

貸与備品台帳
貸与備品点検表
補修業務実施状況報告書
物品調達業務実施状況報告書

維持管理情
報システム

保守点検結果及び補修履歴

雨天時・
緊急時
点検報告
（施設毎）

緊急時の運転状況報告書

OA機器管理責任者、パスワードの
変更、追加、廃止報告

EMS定期報告
※ 委託EMS
　様式によ
　る

電気等使用量報告書
一般廃棄物及びリサイクル率報告書

事故時報告

その他報告

機器整備・
不具合等報
告

機器整備記録書
機器不具合報告書
故障報告書
改善提案書
改善報告書
調査報告書
施設の修理又は改造承諾願い

市民対応状況報告書
打合せ議事録
業務調整会議等の議事録
事故報告書

措置要求に対する報告書
劇物に関する漏洩等報告書

調達承諾
願、
完了届ほか

補修業務
物品調達業務
委託業務
庁舎清掃業務
庭園管理業務
構内除雪業務
飲料用貯水槽清掃業務
受水槽水道水水質検査業務

計装点検業務

高圧電気設備（精密）点検業務

シーケンサ点検業務

消防用設備等点検
高圧電動機等診断業務
高圧電気設備点検業務

無停電電源装置点検業務
クレーン点検業務
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第６節 保守点検業務要綱 

１．日常点検 

（１）点検内容 

① 稼動中の機器については、流量、圧力、電流値、振動、回転状況、冷却水、潤滑油量、温度、音等の

状況を確認する。 

② 停止中の機器については、破損の有無、給油状態等を確認する。 

③ 点検時に異常を発見した時は、必要に応じ操作室に連絡を行う。 

④ 給油等の「軽微な整備」については、点検中に措置する。 

⑤ その他の異常については、予備機に切替える等の措置をとる。 

⑥ 水質点検は、「水質点検要領」に基づき、主に目視点検により行う。 

（２）汚水沈砂池機器の点検内容 

使用機器設備の稼動清掃点検とする。 

（３）電気関係メータの読取り 

プラザ高圧盤遮断回数、盤面メータ、直流電源設備、CVCF（電圧、電流）を対象とし、月初めに行

う。 

（４）その他日報記載データの読取り等 

項  目 記録要領 

重油ストレージタンク残量 

（危険物取扱いによる） 
日報記載のこと 

給湯、暖房燃料使用量または残量 

（重油） 
日報記載のこと

薬品使用量または残量      

（次亜塩素酸ソーダ） 
日報記載のこと

水道使用量 日報記載のこと 

電気使用量 日報記載のこと

ろ過水使用量 日報記載のこと

処理水使用量 日報記載のこと

沈砂・スクリーンかす搬出量 日報記載のこと

汚水ポンプ設備         

（電流、電圧、圧力、開度等） 
点検簿記載のこと 

ブロワ設備           

（電流、電圧、圧力、開度等） 
点検簿記載のこと 

（５）「軽微な整備」について 

① 沈砂池機器のし渣・沈砂清掃・池槽スカムスキマの清掃 

イ 除塵機レーキ、ワイパー、トラフコンベヤのオーバーフロー部の沈砂除去 

ロ コンベヤ部の落ち口、受樋のし渣・沈砂清掃 

ハ スカム分離装置・最初沈殿池 最終沈殿池スカムスキマの清掃 

ニ 雑排水ポンプピット内のし渣除去 

② 各種機器のグリス、潤滑油の補充、交換 

減速機、ポンプ、計装用コンプレッサー、空気作動弁のオイラー他 

③ 高圧空気タンク等のドレン抜き 

空気槽、圧縮機のエアフィルタ等 
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④ ポンプ軸受グランドパッキンの増し締め 

（６）雨天時及び雨天後の点検 

① 降雨（降雨増大予想）時には、必要に応じ日常点検を中止し、運転操作監視業務に専念する。 

② 実降雨（簡易処理段階）が一昼夜続く場合は、全日中に一回以上の全施設一巡の日常点検を行う。 

ただし沈砂池機器・自家発は複数回点検を行う（Ｐ場含む）。 

③ 降雨解消後の雨天時対応完了後に各施設の点検を実施する。なお、その際に自家発及びエンジンの 

重油使用量又は発電量を読み取る。 

２． 定期点検 

（１）点検内容 

① 各機器の稼動状態における点検である。常時稼動しない機器についても、原則として運転状態で点検

する。 

② 各種機器を一定時間継続稼動させ、音、温度、圧力、電流値、油面、振動、冷却水、回転状況を確認

する。 

③ 以下の「軽微な整備」を行う。 

各種機器のグリスアップ・潤滑油の補充、集中給油装置のグリスアップ

④ 駆動チェーン、主務チェーン、駆動用Ｖベルトのテークアップ

⑤ 各種ストレーナーの清掃 

（２）「主要設備点検」業務 

月、隔月、年次点検とする。 

① 機器切替 

イ 月切替にて、複数の台数がある機器は当月使用機器を決める。 

ロ 複雑な切替作業が伴う機器は、手順書を整備する。なお、切替えた機器の試運転を行い、異常の

有無を確認する。

② 沈砂池設備点検 

イ ４回/年点検とする。 

ロ 年点検に関わるものは、月割に振分けて行うか他の定期点検と調整して行う。

a) コンベヤ等の開放（水抜き）点検は不定期点検（調査点検）とすし、揚砂設備等の精密点検時

と併せて行う。 

b) 沈砂池池槽内の点検を行う。 

   ｃ) 減速機等のオイル交換は、年の定期点検とする。 

③ 主ポンプ設備点検、ブロワ設備点検 

イ 月点検とする。 

ロ 原則として稼動運転での点検とするが、弁の締め切り運転（動作試験）が可能な機器は行う。 

④ 池槽点検 

イ ４回/年点検とする。 

ロ 初沈から終沈、接触タンクまでの、引抜汚泥ポンプ、処理水ポンプ設備等全ての池槽設備について

行う。 

ハ 年点検に関わるものは、月割に振分けて行うか他の定期点検と調整して行う。

a) 池槽内の点検を行う。（但し、反応タンクは数年に1回） 

b) 減速機、ポンプ等のオイル交換は、年の定期点検とする。 

ニ 建築設備のファン設備等は、３回/年の点検とし、原則、点検作業の効率を図る上で同時に行うも

のとする。   

⑤ 自家発エンジン設備点検 
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イ 月点検とする。 

⑥ 点検表 

イ 沈砂池設備点検表 

ロ 主ポンプ・ブロワ設備点検表 

ハ 池槽設備点検表 

（３）「電気設備点検」業務 

「電気事業法に基づく保安規程（札幌市下水道河川局下水道施設部作成）」による点検とする。 

① 高圧受電設備点検 

イ 月点検 

外観点検、盤内目視点検、カウント読みを行う。

ロ 年点検 

・1年毎の点検については停電作業を伴う。

・３年一回業務委託により行う。

ハ 点検表 

拓北水再生プラザ高圧電気設備 月点検（毎月）表により行う。

② 電動機設備点検 

イ 隔月点検 

 ブラシ清掃等は、主ポンプ、ブロワ設備点検に併せて実施する。 

③ バッテリー点検 

イ 月点検 

目視点検が主体である。

ロ 6ヶ月点検 

全セル電圧測定、蓄電池温度測定等と併せて盤内部の各点検を２回/年行う。

④ 発電設備点検 

イ 月点検 

自家発エンジン設備点検に併せて月点検とする。

⑤ 各種測定 

イ 絶縁抵抗測定 

a)高圧回路 

高圧受電用変圧器およびコンデンサ・リアクトル，高圧ケーブル，高圧電動機・発電機の絶縁抵抗

測定を年1回行う。 

ロ 低圧動力，照明・コンセント回路 

年1回の測定とする。 

測定結果が基準値以下の場合は，再測定後原因を調査すること。（低圧関係絶縁抵抗測定表）

ハ 接地抵抗測定 

接地極端子盤で年1回の測定を行う。 

（４） 「法定点検」業務 

① クレーン点検 

２回/年点検（使用前後点検） 

② 第２種圧力容器点検 

空気槽（計装用、空気駆動バルブ用、砂ろ過塔逆洗浄用） 

定義：圧力 ２㎏/c㎡以上、容積 0.04m3以上（施行令第１条 ７）
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 点検間隔 関連法規 備 考 

定期自主検査 1年毎 ・労安法第45条 

・施行令第13条8 

・ボイラ安全規則（注） 

 第88条－１ 

 第88条－３ 

年１回各部点検 

自主検査等の記録 

注）：ボイラ及び圧力容器安全規則 

③ 少量危険物貯蔵所 

  点検間隔 関連法規 備 考 

自主検査 燃料小出し槽 

灯油タンク 
（ホームタンク）

（規定無し） 

（規定無し） 

札幌市火災予防条例 

第36条 

第71条 

第71条－2 

指定数量の1/5以上 

取扱い基準 

取扱所の届出 

危険物確認（消防長） 

注）法的には点検規定がないが、タンク漏えい時の環境に与える影響を考慮し、日常点検、月点検など

を実施する。 

④消防設備点検    

  点検間隔 関連法規 備 考 

定期点検 報告の 

義務 

1年毎 

（1年以内） 

消防法第17条3の3 

消防法施行規則第31条の4 

・消防用設備等の点検及び報告 

・消防設備士等の資格者による点

検（原則、外注） 

自主点検  (規定無し) 消防法第8条 

消防法施行規則第3条の2 

・防火管理者の配置 

・消防計画の作成 

・火災予防上の自主検査

注１）火災予防上の自主検査は、火災予防上必要な「建築物」「火気使用設備器具」「危険物施設」「電気

設備」「消防用設備等」について、自主的に計画し検査を行うものである。 

注２）防火訓練については、原則、本市の安全衛生委協賛行事（火災訓練、水再生プラザ防災の日等）

のなかで行う。 

（５） 「その他定期点検」業務 

① ゲート設備点検 

イ 年点検を基本とするが、主要ゲート，屋内外ゲートについては各施設の稼働状況又は重要度により

点検間隔を決める。 

ロ 点検内容は外観点検主体で，スピンドルグリス塗布等は機器整備作業で行う。 

ハ 特別な場合を除いて電動、手動ゲートとも動作点検（全開閉）を行う。 

ニ 河川樋門については指示された時期、回数を遵守すること。 

ホ 流入桝緊急遮断ゲートは、年１回以上動作試験を行い運転マニュアルの習熟を図る。 

ヘ 沈砂池流入ゲート等は、定期的な動作点検を行う。（水中部の付着劣化を防ぐ。） 

② 換気設備点検（給排気ファン） 

イ ４カ月毎に点検する。 

ロ 稼動点検とし、グリスアップ、ベルトの調整のほかフィルター点検を行う。 

ハ 定置型ファン（吊り下げ型含む）点検で壁付きファンは除く。 

ニ 自家発電設備の付帯した換気設備は、自家発電設備の点検に含む。 

③ ボイラ、給湯設備点検 

イ 給湯ボイラは月点検とする。 

ロ 主に点下部の清掃を行う。 

ハその他暖房用ボイラについては、年点検として各々設備の状況に合わせて行う。 

④ 空調設備点検  

イ ３カ月毎の点検とするが各々設備の状況に合わせた点検とする。 

ロ 主にエアフィルタの清掃を行う。    
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（６）「定期点検」サイクル表 

点検名 月点検 
隔月等点検 ６ｶ月 

点検 
年点検 備    考 

隔月 ３ｶ月 ４ｶ月 

【主要設備】 

機器切替 ◎ 

沈砂池設備点検   ◎  ◎ 年点検 池槽内点検 

主ポンプ設備点検 ◎       

ブロワ設備点検 ◎       

池槽設備点検   ◎  ◎ 年点検 池槽内点検 

汚泥圧送設備点検   ◎     

自家発エンジン設備点検 ◎       

消毒設備   ◎     

【電気設備】 

高圧受電設備点検 ◎ 

盤面の外観、目視点検に

ついては毎日。 

同上      ◎ 停電時作業含 

電動機設備点検 ◎      
主ポンプ、ブロワ設備点

検に合わせる。 

同上      ◎ ブラシ点検清掃 

バッテリー点検 ◎      目視 

同上     ◎  電圧、温度測定等 

発電機設備点検 ◎      エンジン点検と同時 

同上      ◎ 保安規程による。 

絶縁抵抗測定      ◎ 高圧ケーブル、電動機等 

同上      ◎ 低圧動力、照明等 

接地抵抗測定      ◎  

【法定点検】 

クレーン点検 
    ◎ 

年定期点検 

使用前後点検 

ボイラ点検 ◎      温水ヒーター 

タンク設備補機     ◎  
エンジン等の定期点検に

含む 

屋内タンク貯蔵所検査 ◎     指定数量200倍以上 

【その他定期点検】 

建築設備 ◎ 
   換気、空調設備 

ゲート設備     ◎   

電動荷役装置     ◎  チェーンブロック 

濃度計・流量計   ◎  ◎  流量計は６カ月 

フロンガス使用機器点検   ◎     
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（７）水質監視計器の保守点検 

【DO計】設置場所：反応タンク 

点 検 項 目 実施頻度 点 検 結 果 保 守 の 内 容 等 

架 台 取付け状況 随 時 □ 良好 □ 不良   

ホルダー 
汚れ 随 時 □ なし □ あり 

□ 清掃（汚れ具合：□ 多い □ やや多

い □ 少ない） 

破損   □ なし □ あり □ 写真撮影 

センサー 

汚れ 随 時 □ なし □ あり 
□ 清掃（汚れ具合：□ 多い □ やや多

い □ 少ない） 

        □ 写真撮影 

指示値確認 週１回 指示値： mg/L   

    手分析： mg/L   

【MLSS計】設置場所：反応タンク 

点 検 項 目 実施頻度 点 検 結 果 保 守 の 内 容 等 

架 台 取付け状況 随 時 □ 良好 □ 不良   

ホルダー 

汚れ 随 時 □ なし □ あり 
□ 清掃（汚れ具合：□ 多い □ やや多

い □ 少ない） 

破損   □ なし □ あり □ 写真撮影 

Oリング劣化   □ なし □ あり □ 交換 

センサー 

汚れ 随 時 □ なし □ あり 
□ 清掃（汚れ具合：□ 多い □ やや多

い □ 少ない） 

        □ 写真撮影 

指示値確認 週１回 指示値： mg/L   

    手分析： mg/L   

校正 年１回    □ 測定テーブル校正 

  年４回    □ 実液校正（3点） 

*上記実施頻度は標準的なものであり、計測値等に異常が認められる場合はこの限りではない。 

【汚泥界面計】設置場所：最終沈殿池 

点 検 項 目 実施頻度 点 検 結 果 保 守 の 内 容 等 

架 台 取付け状況 随 時 □ 良好 □ 不良   

ホルダー 
汚れ 随 時 □ なし □ あり 

□ 清掃（汚れ具合：□ 多い □ や

や多い □ 少ない） 

破損   □ なし □ あり □ 写真撮影 

センサー 

汚れ 随 時 □ なし □ あり 
□ 清掃（汚れ具合：□ 多い □ や

や多い □ 少ない） 

        □ 写真撮影 

水洗浄動作 随 時 □ 良好 □ 不良   

【濁度計】設置場所：滅菌池前水路 

点 検 項 目 実施頻度 点 検 結 果 保 守 の 内 容 等 

架 台 取付け状況 随 時 □ 良好 □ 不良   

ホルダー 
汚れ 随 時 □ なし □ あり 

□ 清掃（汚れ具合：□ 多い □ や

や多い □ 少ない） 

破損   □ なし □ あり □ 写真撮影 

センサー 

汚れ 年1回 □ なし □ あり 
□ 清掃（汚れ具合：□ 多い □ や

や多い □ 少ない） 

        □ 写真撮影 

ワイパー動作 年1回 □ 良好 □ 不良 □ ワイパー交換 

*上記実施頻度は標準的なものであり、計測値等に異常が認められる場合はこの限りではない。 
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【アンモニア計】設置場所：滅菌池前水路

点 検 項 目 実施頻度 点 検 結 果 保 守 の 内 容 等 

架 台 取付け状況 随 時 □ 良好 □ 不良   

ホルダー 汚れ 随 時 □ なし □ あり 
□ 清掃（汚れ具合：□ 多い □ や

や多い □ 少ない） 

  破損   □ なし □ あり □ 写真撮影 

センサー 汚れ 年1回 □ なし □ あり 
□ 清掃（汚れ具合：□ 多い □ や

や多い □ 少ない） 

        □ 写真撮影 

隔膜・内部液交換 ６月１回  □交換 隔膜・内部液交換 

注１ 実施頻度は標準的なものであり、計測値等に異常が認められる場合はこの限りではない。 

注２ 校正は隔膜・内部液交換後に計測電流値が安定してから（概ね数日後に）行い、アンモニア標準物質

を放流水で希釈した試料を用いて行う。校正液と放流水のアンモニア濃度確認は委託者が実施する。 

３． 「不定期点検」等業務 

（1）「不定期点検」等の目的と意義 

不定期点検、軽微な故障修理、点検設備等周辺の清掃、その他の保守点検は、「処理機能保全とりわけ

予防保全」を主目的とするが，とりわけ修繕、改良、更新等の保全計画（機能回復事業）策定に関わり、

適正な設備の維持管理に寄与する重要な点検である。 

注） サイクル修繕前の調査点検が主体であるが、突発的に起きる故障等での緊急点検も含まれる。 

（2）点検内容と予定機器名 

① 主な点検内容 

イ 磨耗、疲労状況データと診断 

（例）チェーン、鎖車、摺動板、シュー、ガイドレールの実測、写真

ロ 腐食（塗装塗膜）状況データと診断 

（例）沈砂機器構造体の実測、写真

ハ 部品性能診断（交換） 

（例）コンベヤ用スプロケット、軸受の状態把握

ニ 設備機能診断（改修、改造） 

（例）長期使用機器の延命化対策・改良部品導入の考察

注）ここで行うコレクタ整備点検等は，水中部設備のみで地上部の減速機部は、定期点検の範囲 

になる。 

② 「軽微な整備」作業 

機械部品交換（パッキン、ボルトナット）、機械ボルトナットの増し締め、チェーンのテークアップ、

潤滑油交換、機械塗装などの「軽微な整備」作業の実施。 

③ 関連作業 

イ 池槽の機器点検時には躯体自体の亀裂等のチェックも行う。 

ロ 沈砂池、池槽機器点検、躯体も含めた全体把握が必要であり、十分な清掃を行う等綿密な計画のも

と実施する。

④ 予定機器名 

沈砂池 ：自動除塵機、し渣・沈砂搬出機、沈砂掻寄機（スクリュー式）、揚砂ポンプ、沈砂分離機、

スカム分離機、ホッパー 

池 槽 ：初沈・終沈コレクタ、散気装置、撹拌装置、汚泥引抜ポンプ、フライト、主務チェー

 ン、レール 
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汚 泥 ：汚泥スクリーン 

電気設備：電動機ブラシ 

その他 ：冷却水、処理水ポンプ、各陸用・水中ポンプ 

（3）点検間隔 

３か月～１年毎 ：電動機ブラシ 

１～５年毎   ：沈砂池機器、初沈、終沈コレクタ、汚泥機器、汚泥引抜ポンプ、冷却水ポンプ、

各陸用・水中ポンプ 

適宜      ：散気装置、機械式撹拌装置 

４．点検表 

（１）機器日常点検 

点検項目を記載した日常点検表のチェックリストにより実施する。 

（２）定期点検及び不定期点検 

点検項目を記載した各種点検表のチェックリストにより実施する。なお、報告書類は、別紙「運転管

理業務提出書類一覧」を参照のこと。 

５． 「水質点検要領」 

（１） 趣 旨 

 水再生プラザの運転管理を行うにあたっては、放流水質が関連法で定められる水質基準を満足すること

はもとより、環境保全や下水道サービスの観点からも、常時、良好な処理水質を維持する必要がある。 

これらを達成するため、受託者は本マニュアルに基づき日常点検業務の中で一律に水質管理を行なう

ことにより、水質面での異常を早期に発見し迅速かつ的確に対応しなければならない。 

（２） 点検方法等 

① 点検項目 

   日常点検時に、臭い、油膜、汚泥の浮上・流出などについて目視点検により行なう。具体的な点検項

目は別途、委託者が指示する。 

② 点検回数 

日常点検時に併せて行う。 

（３） 点検場所 

※点検箇所は別途、委託者が指示する。 

（４） 点検の記録 

   各点検個所における、異常の有・無を水質目視点検チェック表に記入する。 

（５） 点検の報告 

① チェック表で代理人に報告し、決裁受ける。 

② １ヶ月分の点検結果を月報で報告する。 

③ 異常時は、水質目視点検等内容表を基に状況を業務主任経由でセンター管理係に報告する。  

沈砂池・ポンプ室 最初沈殿池 反応タンク 最終沈殿池 
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（６） 異常時の対応について 

① 点検で異常を発見した際、速やかに状況を本市（業務主任経由でセンター管理係）に報告する。 

② 異常を確認するため採水が必要な場合（油等異常水の流入、最終沈殿池での汚泥の越流等）は、直ち

に採水容器にサンプリングする。採水器具の保管場所及び採水場所は別途、委託者が指示する。 

③ 緊急連絡する場合の内容 

イ 異常発見の時刻、場所  

ロ 異常の状況（臭い、油、汚泥の浮上・流出など） 

ハ 異常の範囲・規模(初沈だけか初沈と反応タンク両方か)など 

ニ 反応タンクの溶存酸素（ＤＯ）、処理水濁度の状態等 

ホ 最終沈殿池の状態 など 

④ センター管理係との電話連絡等により運転指針の変更が生じた場合の対応 

イ ブロワ運転台数、風量の変更 

ロ 次亜塩素酸ソーダの注入 など 

⑤ 融雪水流入等による水温低下の場合 

  別途定める「水温低下時運転指針」により高級処理水量を制限する。 
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第７節 補修業務及び物品調達業務
　第１条　共通事項
　　保守点検業務に関る日常点検、定期点検、不定期点検から発見された異常や不具合及び機器故障を修復するために、分解点検及び
　消耗部品交換、機器交換等に係る補修、物品調達を行う業務である。
　　ただし、業務費用が高額となることが想定される場合、その措置について委託者と協議することができる。
（1）対象設備
　　本表は、本市下水道の下水処理場・ポンプ場施設を対象としている。又、サイクル年数は、本市が標準とする値であり、保守状況、
　運転時間、設置環境などによって変動するものである。本表以外の設備等については委託者と協議を行うこと。

部
品
交
換

分
解
点
検

潤
滑
油
交
換

グ
リ
ス
交
換

駆動モータ 低圧用全般 ○ ○ ○ 調整、絶縁診断 1式交換の場合
減速機（サイクロ型等） ○ ○ ○ 確認、調整
変速機 ○ ○ ○ 確認、調整
駆動チェーン ○ ○ 確認、調整、交換
プーリ、Vベルト、カップリングゴム等 ○ 確認、調整、交換
クラッチ、カップリング装置等 ○ ○ ○ 確認、調整、交換
スプロケット、ホイル等 ○ ○ 確認、調整、交換
電動機等 ○ 確認、絶縁診断
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認、調整
軸受、シール類 ○ 確認、調整
吊上装置 ○ 確認、調整
電動機等 ○ 確認、絶縁診断
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認、調整
軸受、シール類 ○ 確認、調整
吊上装置 ○ 確認、調整
電動機等 ○ 確認、絶縁診断
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認、調整
軸受、シール類 ○ 確認、調整
吊上装置 ○ 確認、調整
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認、調整
軸受、シール類 ○ 確認、調整
主軸 ○ 確認、調整
電動機等 ○ 確認、絶縁診断
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認、調整
軸受、シール類 ○ 確認、調整
吊上装置 ○ 確認、調整
潤滑油循環ポンプ ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
燃料供給ポンプ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
コンプレッサ ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
空気槽 ○ 確認、調整 1式交換の場合
撹拌用ブロワ ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
エアドライヤー ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
換気ファン ○ ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
受水槽 ○ 確認、調整 1式交換の場合
加圧給水タンク（制御装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
屋内燃料タンク、サービスタンク ○ 確認、調整 1式交換の場合
地下埋設燃料タンク ○ 確認、調整 法定点検（毎年） 1式交換の場合
潤滑油等タンク ○ 確認、調整 1式交換の場合

手動弁類 仕切弁、逆止弁等（～φ100） ○ 　 ○ 確認、調整 機器、配管更新の場合

自動弁類 電動、空気作動、安全弁等（～φ80） ○ 　 ○ 確認、調整 機器、配管更新の場合

屋内配管、屋外・埋設配管（～φ100） ○ 確認、調整 機器、配管更新の場合

設備付属の配管類（～φ100） ○ 確認、調整 機器、配管更新の場合

鋼製品（SUS製含む） 点検歩廊、安全手摺、水槽等 ○ 確認、調整 機器、配管更新の場合

保温、防露、塗装 配管類、設備全般 ○ 確認、調整 機器、配管更新の場合

潤滑油脂類 電動機用、減速機用、摺動部用 ○ ○ 確認、補充 1式交換の場合（少量を除く）

月点検 ○ ○ ○ ○ 確認、調整 ―
年次自主検査及び更新性能検査 確認、調整 法定点検（2年毎） 分解整備

手動ゲート 開閉器（手動） ○ ○ 確認、調整
扉体部分 確認

電動流入桝ゲート 開閉器（電動） ○ ○ 確認、調整
扉体部分 確認

油圧流入桝ゲート 油圧装置 ○ ○ 確認、補充 オイル分析
扉体部分 確認

電動ゲート 開閉器（電動） ○ ○ ○ 確認、調整
扉体部分 確認

電動可動堰 開閉器（電動） ○ ○ ○ 確認、調整
扉体部分 確認
仕切弁（φ400～） ○ ○ 確認、調整
蝶形弁（φ400～） ○ ○ 確認、調整
逆止弁（φ400～） ○ ○ 確認、調整

ろ過水取水ポンプ
（給水用水中型）

1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）

タンク類
（圧力容器含む）

配管類

項目 細目 対象設備 保守点検業務
委託業務
（積上げ計

上）
本市措置の範囲

駆動装置
（共通）

補修及び調達物

減速装置（標準品） 1式交換の場合

消泡水ポンプ
（給水用水中型）

1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）

オイルポンプ
（陸上型）

1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）

高架水槽揚水ポンプ
（給水用陸上型）

水中ポンプ
（撹拌、雑排水用等水
中型）

1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）

共通設備

ポンプ設備
（共通）

荷役設備
天井クレーン、
チェーンブロック

分解整備
（約10年ｻｲｸﾙ）

ゲート設備

弁類 分解点検（約15年ｻｲｸﾙ）

空気機械類

処理水取水ポンプ
（給水用水中型）

1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）
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部
品
交
換

分
解
点
検

潤
滑
油
交
換

グ
リ
ス
交
換

項目 細目 対象設備 保守点検業務
委託業務
（積上げ計

上）
本市措置の範囲

補修及び調達物

水路内部 清掃等 ―
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
駆動チェーン、ホイル ○ ○ 確認、調整
レーキ、レーキローラ ○ ○ 確認、調整
スクレーパ（ワイパ） ○ 確認、調整
主務チェーン ○ ○ 確認、調整
スプロケット ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

軸 確認、調整（水中部含む）

軸受、シール類 ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

給油配管類 ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

ガイドレール 確認、調整（水中部含む）

ケーシング内部 清掃等 ―
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
駆動チェーン、ホイル ○ ○ ○ 確認、調整
レーキ ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

スクレーパ ○ 確認、調整（水中部含む）

スクリーン類 ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

軸受、シール類 ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

軸（駆動、従動） 確認、調整（水中部含む）

ケーシング内部 清掃等 ―
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
駆動チェーン、ホイル ○ ○ 確認、調整
ライナ（底板） 確認、調整
スクリュー等 確認、調整
軸受、シール類 ○ ○ 確認、調整
ケーシング内部 清掃等 ―
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
駆動チェーン、ホイル ○ ○ 確認、調整
ライナ（底板） 確認、調整
スクリュー等 確認、調整
軸受、シール類 ○ ○ 確認、調整
ケーシング（洗浄槽）内部 清掃等 ―
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
駆動チェーン、ホイル ○ ○ 確認、調整
ライナ（底板） 確認、調整
スクリュー等 確認、調整
軸受、シール類 ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

電動機等 ○ 確認、絶縁診断
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認、調整
軸受、シール類 ○ 確認、調整
吊上装置 ○ 確認、調整
ホッパ内部 ○ 清掃等 ―
電動シリンダー等 ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合（約20年ｻｲｸﾙ）

水路内部 確認、調整（水中部） 水抜き点検 ―
攪拌装置（ﾃﾞｨﾌｭｰｻﾞ等） ○ 確認、調整（水中部含む）

池槽内部 確認、調整（水中部） 水抜き点検 ―
越流堰、トラフ 確認、調整、清掃
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
駆動チェーン、ホイル ○ ○ 確認、調整
シュー ○ 確認、調整
フライト ○ 確認、調整

寄チェーン ○ 確認、調整
ガイドレール、槽底レール 確認、調整（水中部含む）

軸（水中、駆動）、軸受 ○ 確認、調整（水中部含む）

給油配管類 ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

スプロケット（替刃式含む） ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

池槽内部 確認、調整（水中部） 水抜き点検 ―
越流堰、トラフ 確認、調整、清掃
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
駆動チェーン、ホイル ○ ○ 確認、調整
シュー ○ 確認、調整
フライト ○ 確認、調整

寄チェーン ○ 確認、調整
ガイドレール、槽底レール 確認、調整（水中部含む）

軸（水中、駆動）、軸受 ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

給油配管類 ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

スプロケット（替刃式含む） ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

池槽内部 確認、調整（水中部） 水抜き点検 ―
越流堰、トラフ 確認、調整、清掃
散気装置（吊上げ式） ○ 確認、調整
散気装置（固定式） ○ 確認、調整（水中部含む）

水中部配管 確認、調整（水中部含む）

水中機械攪拌機 ○ ○ 確認、調整（水中部含む） 分解整備（約6年ｻｲｸﾙ）

排水管 確認 ―
駆動装置 ○ ○ ○ 確認、調整
軸受 ○ 確認、調整
スプレー用配管 ○ 確認
ノズル（消泡用、スカム用） ○ 確認、調整

沈砂掻寄機
（スクリュー式）

1式交換の場合
（約8年ｻｲｸﾙ）

揚砂ポンプ
1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）

1式交換の場合
（約20年ｻｲｸﾙ）

1式交換の場合

1式交換の場合
（12～18年ｻｲｸﾙ）

1式交換の場合
（約8年ｻｲｸﾙ）

ホッパー

各流入水路

初沈設備 1式交換の場合
（約20年ｻｲｸﾙ）

終沈設備 1式交換の場合
（約20年ｻｲｸﾙ）

反応タンク設備
1式交換の場合
（約12年ｻｲｸﾙ）

スカム分離機

沈砂分離機

初沈・終沈
スカムスキマ

消泡用設備ほか

池槽設備

1式交換の場合
（約8年ｻｲｸﾙ）

1式交換の場合
（約12年ｻｲｸﾙ）

自動除塵機

し渣搬出機
（スクリューコンベ
ヤ）

沈砂池設備
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本市措置の範囲

補修及び調達物

軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認、調整
軸受、シール類 ○ ○ 確認、調整
主軸 確認、調整
吐出弁類（～φ400） ○ ○ ○ 確認、調整
電動機等 確認、絶縁診断
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認、調整
軸受、シール類 ○ 確認、調整
吊上装置 ○ 確認、調整
吐出弁類（～φ400） ○ ○ ○ 確認、調整
自動弁（偏心構造弁）類 ○ ○ ○ 確認、調整
手動弁類 ○ ○ ○ 確認、調整
電動機 ○ ○ ○ 確認、調整 ―
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
ストレーナ、メディア ○ 確認、調整
ろ過砂 ○ 確認、補充
エアリフトポンプ 確認、調整

処理薬品タンク 次亜塩タンク ○ 確認、調整 1式交換の場合
薬品（凝集剤、中和剤）注入ポンプ ○ ○ ○ 確認、調整
高級処理用次亜塩注入ポンプ ○ ○ ○ 確認、調整
簡易処理用次亜塩注入ポンプ ○ ○ ○ 確認、調整
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
駆動チェーン、ホイル等 ○ ○ 確認、調整
潤滑油 ○ 確認、補充
エアフィルター ○ 確認、調整
ケーシング内部 清掃等 ―
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
レーキ ○ 確認、調整
スクレーパ ○ 確認、調整
スクリーン類 ○ 確認、調整（水中部含む）

軸受、シール類 ○ ○ 確認、調整（水中部含む）

軸（駆動、従動） 確認、調整（水中部含む）

ベルトコンベヤ ○ ○ ○ 別記の設備と同様 別記の設備と同様
スクリューコンベヤ ○ ○ ○ 別記の設備と同様 別記の設備と同様

貯留ホッパ ○ ○ ○ ○ 別記の設備と同様 別記の設備と同様
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認、調整
軸受、シール類 ○ ○ 確認、調整
主軸 確認、調整
吐出弁類（～φ400） ○ ○ ○ 確認、調整
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ ○ 確認、調整
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認、調整
軸受、シール類 ○ ○ 確認、調整
主軸 確認、調整
吐出弁類（～φ400） ○ ○ ○ 確認、調整
自動弁（偏心構造弁）類 ○ ○ ○ 確認、調整
手動弁類 ○ ○ ○ 確認、調整
槽内部 清掃等 ―
分配堰 ○ 確認、調整 ―
槽内攪拌装置（ﾃﾞｨﾌｭｰｻﾞ等） ○ 確認、調整 ―
槽内部 確認、調整（水中部） 水抜き点検 ―
電動機（減速装置含む） ○ ○ ○ 確認、調整
掻寄せ機 ○ 確認、調整（水中部含む）

槽内部 確認、調整（水中部） 水抜き点検 ―
集砂装置 ○ 確認、調整（水中部含む）

槽内攪拌装置（ﾃﾞｨﾌｭｰｻﾞ等） ○ 確認、調整（水中部含む）

ピグ発進装置 ○ ○ 確認、調整 ―
軸受 ○ 確認
軸封装置（ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙほか） ○ 確認、調整
軸封装置（ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟｯｷﾝ） ○ 確認、調整
インペラ、ライナ ○ 確認 分解整備
小口径弁類 ○ ○ 確認、調整
計装機器（保護装置） ○ ○ 確認、調整
軸受 ○ 確認 分解整備（約25年ｻｲｸﾙ）

風量制御装置（制御盤含む） ○ 確認、調整 分解整備（約8年ｻｲｸﾙ）

小口径弁類 ○ ○ 確認、調整
計装機器（保護装置） ○ 確認、調整
潤滑油装置　 ○ ○ ○ 確認、補充 オイル分析 1式交換の場合

1式交換の場合
（5～8年ｻｲｸﾙ）

空気ろ過装置

1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）

分解整備
（約15年ｻｲｸﾙ）

1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）

1式交換の場合

分解整備
（約5年ｻｲｸﾙ）

1式交換の場合
（7～15年ｻｲｸﾙ）

1式交換の場合

1式交換の場合（約15年ｻｲｸﾙ）

汚泥前
処理設備

ブロワ設備

汚泥圧送槽
設備

汚泥引抜弁類
（～φ400）

主機設備

汚泥
ポンプ設備

汚泥ポンプ
（水中型）

ろ過・
消毒設備

砂ろ過設備

処理薬品注入ポンプ

汚泥分配槽

汚水ポンプ
（主ポンプ）

汚泥圧送設備

圧送汚泥ポンプ
（汚泥用陸上型）

濃縮槽汚泥引抜ポンプ
（汚泥用陸上型）

汚泥
スクリーン

汚泥ポンプ
（汚泥用陸上型）

1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）

処理水ストレーナ 分解整備
（約10年ｻｲｸﾙ）

汚泥濃縮槽

1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）

1式交換の場合
（約15年ｻｲｸﾙ）

その他

1式交換の場合

スクリーンかす
搬送、貯留設備

汚泥引抜弁類
（～φ400）
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項目 細目 対象設備 保守点検業務
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補修及び調達物

絶縁診断 ○ 確認、簡易測定 絶縁診断（3年毎） ―
起動制御器 ○ 確認、調整 定期点検（3年毎）

ブラシ、スリップリング等 ○ 確認、調整 定期点検（3年毎）

軸受 ○ ○ 確認
絶縁診断 ○ 確認、簡易測定 絶縁診断（3年毎） ―
起動制御器 ○ 確認、調整 定期点検（3年毎）

ブラシ、スリップリング等 ○ 確認、調整 定期点検（3年毎）

軸受 ○ ○ 確認
内燃機関（DE、GT) ○ ○ 試運転確認、調整
自動制御盤 ○ 試運転確認、調整
燃料供給設備（小出槽含む） ○ ○ 試運転確認、調整
始動用空気設備 ○ ○ 試運転確認、調整
冷却水設備（減圧水槽含む） ○ ○ 試運転確認、調整
潤滑油設備 ○ ○ ○ 試運転確認、調整、補充 オイル分析 1式交換の場合
排ガス処理装置 ○ 試運転確認、調整
真空ポンプ（補水槽含む） ○ ○ 試運転確認、調整
燃料供給設備 ○ ○ 試運転確認、調整
冷却水設備 ○ ○ 試運転確認、調整
絶縁診断 確認、簡易測定 絶縁診断（3年毎） ―
発電機 ○ ○ 試運転確認、調整
自動制御盤 試運転確認、調整

受変電設備 特別高圧受変電設備 ○ 確認、調整 法定点検（3年毎） 分解整備
配電設備 高圧電気設備 ○ 確認、調整 法定点検（3年毎） 分解整備

電線路、配線 ○ 確認、絶縁診断 1式交換の場合
ランプ、ヒューズ、スイッチ等 ○ 確認、交換（標準品） ―
盤内ファン ○ ○ 確認、調整 ―
電装類（指示計、スイッチ、積算計等） ○ 確認、調整 大規模交換
電磁接触器・サーマル類 ○ 確認、調整 大規模交換
トランス ○ 確認、調整 オイル分析 分析（約18年ｻｲｸﾙ）

中央監視設備 シーケンサ設備 ○ 確認、調整 定期点検（1、2年毎） 1式交換の場合
遠方監視設備 テレメータ設備ほか ○ 確認、調整 定期点検（1、2年毎） 1式交換の場合

水位計、流量計、MLSS計ほか ○ 確認、調整 定期点検（毎年） 1式交換の場合
主に状態監視用の計装機器 ○ 確認、調整 定期点検（3年毎） 1式交換の場合

可変速制御装置 インバータ盤類 ○ 確認、調整 定期点検 1式交換の場合
無停電電源装置 直流電源設備 ○ 確認、調整 定期点検（約7年毎） 1式交換の場合

基板（モジュール）、リレー類 ○ 確認、調整 1式交換の場合
シーケンサ（ＣＰＵユニット） ○ 確認、調整 交換（約18年ｻｲｸﾙ）

電源部 ○ 確認、調整 交換(約9年ｻｲｸﾙ)
プリンター機器 ○ 確認、調整 交換(約9年ｻｲｸﾙ）
ディスプレイ、ＣＲＴ ○ 確認、調整 交換（約10年ｻｲｸﾙ）

DO計 ｾﾝｻｰｷｬｯﾌﾟ等消耗品一式 ○ 確認、調整 交換
MLSS計 ｾﾝｻｰｷｬｯﾌﾟ等消耗品一式 ○ 確認、調整 交換
汚泥界面計 ｾﾝｻｰｷｬｯﾌﾟ等消耗品一式 ○ 確認、調整 交換
濁度計 ｾﾝｻｰｷｬｯﾌﾟ等消耗品一式 ○ 確認、調整 交換
アンモニア計 ｾﾝｻｰｷｬｯﾌﾟ等消耗品一式 ○ ○ ○ 確認、調整 交換

飲料用受水槽 ○ 確認 定期清掃（毎年） 1式交換の場合
衛生器具、水栓類、小配管類 ○ 確認、調整 1式交換の場合
ガス器具、電気温水器、膨張タンク ○ 確認、調整 1式交換の場合
温水・冷水循環ポンプ ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
空調用、換気用フィルター類 ○ 確認、交換（標準品） ―
ダクト、煙道、ダンパ類 ○ 確認、調整 1式交換の場合
換気ファン類 ○ ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
空気調和機、全熱交換器 ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
パネルヒータ、ファンヒータ等 ○ 確認、調整 1式交換の場合
パッケージエアコン(室外機含む） ○ 確認、調整 1式交換の場合

温熱源設備 給湯用・暖房用ボイラ ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
冷熱源設備 チリングユニット ○ 確認、調整 法定点検（3年毎） 分解整備又は、1式交換の場合

搬送設備 エレベータ設備 確認、調整 法定点検（毎年） 分解整備又は、1式交換の場合

消防設備・火報設備・排煙設備 ○ 確認、調整 法定点検（毎年） 分解整備又は、1式交換の場合

消火栓用ホース・消火器 ○ 確認 交換品支給（10年ｻｲｸﾙ）

建築動力設備 ○ 確認、絶縁診断 ―
本館棟の照明灯 ○ 確認、照明灯の交換 ―
工場棟、外構の照明灯 ○ 確認、照明灯の交換 ―
照明灯用安定器 ○ 確認、交換 ―
非常・誘導灯用ランプ ○ 確認、照明灯の交換 ―
非常・誘導灯用安定器 ○ 確認、交換（8年毎） ―
照明器具類、コンセント設備 ○ 確認、調整 1式交換の場合
電話、通信・情報、監視設備 ○ 確認、調整 1式交換の場合
自火報設備、避難設備等 ○ 確認、調整 法定点検（毎年） 1式交換の場合
避雷針設備 ○ 確認、調整 1式交換の場合

分解整備
（10～15年ｻｲｸﾙ）

分解整備（5～10年ｻｲｸﾙ）

分解整備
（約15年ｻｲｸﾙ）

分解整備
（約15年ｻｲｸﾙ）

消火設備

電気設備

建築設備

電気設備

動力設備

計装設備

情報処理設備

主ポンプ用電動機

ブロワ用電動機

給排水衛生設備

原動機設備

空調関連機器

エンジン類共通

自家発用エンジン

自家発電設備 発電機本体

建築電気

建築機械

水質監視計器

分解整備
（約18年ｻｲｸﾙ）
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部
品
交
換

分
解
点
検

潤
滑
油
交
換

グ
リ
ス
交
換

項目 細目 対象設備 保守点検業務
委託業務
（積上げ計

上）
本市措置の範囲

補修及び調達物

窓ガラス、窓フィルム、ブラインド等 ○ 確認 大規模な場合
自動ドア ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
シャッター類 ○ ○ ○ 確認、調整 1式交換の場合
木製、金属製、その他 ○ 確認、調整 1式交換の場合

内部 壁、床、天井、階段等 ○ 確認 大規模な場合
外壁、屋根、屋上部分 ○ 確認 大規模な場合
金属製品、鋼製階段等 ○ 確認 大規模な場合
道路、歩道、駐車場ほか ○ 確認 大規模な場合
外柵、外壁、門ほか ○ 確認 大規模な場合

（2）施設を適正に運転管理するためのツール（設備の付属品）調達

（3）第37条に示す委託業務以外の点検・調査に係る委託業務

※拓北水再生プラザに該当する設備機器を本業務の対象とする。

建築等

建具類

外部

外構
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第８節 受託者が費用負担する備品・消耗品等 

１．補修用塗料（塗料・水性塗料等）  

２．燃料費（作業用・車両用等）  

３．潤滑油類費（機器 1台当たり 20 未満の交換・補充用のオイル、グリース等） 

４．報告記録用紙費（計装用記録チャート紙・帳票用紙・記憶媒体・ファイル・トナー・テ

ープ・伝票 等）  

５．点検整備・修理に用いる汎用工具・作業用備品類、荷役吊具類、小運搬台車、接着剤、

溶接棒、工具替刃 一般汎用什器等 

６．一般備品（連絡用自動車・自転車・電話機・携帯電話 ・FAX・パソコン・プリンター・

事務用机・事務用椅子類・書庫類・黒板類・複写機・被服類・下足箱・傘立・掃除具収納庫・

写真機・ロッカー類・茶器類・寝具類・洗濯機・履物類・はしご・脚立類）、消耗品類（整

備用品・掃除用具・ウェス・ホース・洗浄油類・乾電池・照明用ランプ）、補修用材料（ボ

ルト・ナット・パッキン・ヒューズ・表示ランプなど一般汎用品の範囲内）、事務用品、そ

の他日用品等  

７．仮設資材（土嚢袋・オイルマット・オイルフェンス・コード・バッテリー・投光器等） 

８．水質試験用薬品類・消耗品類、水質試験機器、水質試験機器に係る消耗品・修繕部品、

水質監視機器に係る消耗品・修繕部品（別紙第９節「水質試験業務要綱」を参照のこと） 

９．衛生用品（石鹸・消毒液・トイレットペーパー・救急用薬品） 

10．安全管理器具類（ヘルメット・防塵マスク・保護メガネ・安全靴・絶縁ゴム手袋・絶縁

ゴム長靴・保護衣等、携帯用ガス検知器（毒性ガス、硫化水素、酸素、可燃性ガス）、安全

帯・セイフティブロック・安全標識・安全ロープ・ガードコーン・コーンバー・救急用品・

空気呼吸器類・可搬型マンホールファン及びダクト等） 

11．通信運搬費（電話回線使用料を含む電話代・テレビ受信料・インターネット接続料・切

手代・葉書代・銀行振込手数料等） 
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第９節 拓北水再生プラザ水質試験業務要綱 

１．水質試験に係る各業務 

（１）日常試験（原則週３回） 

別表－１に示す日常試験を原則週３回実施する。また、祝祭日等により休日が続く

場合、日常試験は４日以上空けないで実施する。 

（２） 週試験（原則週１回） 

別表－１に示す週試験を原則週１回実施する。試験と並行して、別表－２に示す試

料の採取及び前処理を行い、創成川水処理センター（北区麻生町８丁目１番 15 号）ま

で運搬する。 

週試験は原則として日常試験と同一日かつ雨水の影響の少ない日に実施する。なお、

当日の天候等により、委託者の指示で試験日を変更する場合がある。 

（３）２４時間試験用採水及び運搬（年２回）  

別表－２に示す試料の採取及び前処理を行い、創成川水処理センターまで運搬する。 

２４時間試験は原則として夏期及び冬期の雨水の影響の少ない日に実施する。なお、

当日の天候等により、委託者の指示で試験日を変更する場合がある。 

（４）重金属等試験用採水（月２回） 

別表－３に示す試料の採取及び前処理を行う。試料は水質管理担当課水質管理係（北

区麻生町８丁目１番 15号）に運搬する。 

雨天の影響で水質試験に適さない場合は、後日、委託者の指定する日時に再度運搬

する。 

２．水質試験法 

下水試験方法（公益社団法人 日本下水道協会発行 2012 年版）及び別表－４に示す

水質試験方法に基づき実施する。 

水質試験法に関して疑義が生じた場合は、委託者の指示を受ける。 

３．水質試験用薬品類・消耗品について 

水質試験用薬品類・消耗品については、試験等に必要な物品を下水試験方法（公益社

団法人 日本下水道協会発行 2012 年版）及び別表－４に示す水質試験方法に基づき、

原則受託者が購入する。 

ＪＩＳ規格値のあるものについては、それ以上の品質のものとする。 

水質試験用薬品類・消耗品類で疑義が生じた場合は、委託者の指示を受ける。 

４．水質試験結果の計画及び結果の報告 

（１）毎月及び必要に応じて週の水質試験計画表を作成し、事前に委託者に提出する。 

（２）実施した水質試験結果は、速やかに委託者に報告する。 
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（３）日常試験及び週試験の結果は、試験当日内に報告する。 

５．水質試験機器について 

水質試験機器については、試験等に必要な機器を原則受託者が用意する。また、水質

試験機器の校正・保守、消耗品・修繕部品の交換についても、原則受託者が行う。 

-48-



別表－１ 水質試験の項目及び頻度 

凡例：◎：日常試験（週３回）、○：週試験（週１回） 

試験項目 
試料の 

種類 
流入水 初沈出水 

反応タン 

ク混合液 
返送汚泥 

終沈出水 

(放流水) 
備 考 

外観 ― ◎ ◎ ◎  ◎ 

臭気 ― ◎ ◎ ◎  ◎ 

水温 ｽﾎﾟｯﾄ ○ ○ ○  ○ 

透視度 ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ ○ ○   ◎ 

ｱﾝﾓﾆｱ性窒素 ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ     ◎ 試験紙による簡易試験 

ｐＨ ｽﾎﾟｯﾄ ○ ○ ○  ○ 

アルカリ度 ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ  ○   ○ 

ＳＳ ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ ○ ○   ○ 

ＤＯ ｽﾎﾟｯﾄ   ○   

ＢＯＤ ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ ○ ○   ○ 

Ｃ－ＢＯＤ ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ     ○ 

ＣＯＤMn ｽﾎﾟｯﾄ 適宜 適宜   適宜 異常水流入時等 

大腸菌群数 ｽﾎﾟｯﾄ     ○ 滅菌時は放流水 

ＭＬＳＳ ｽﾎﾟｯﾄ   ◎   

ＭＬＶＳＳ ｽﾎﾟｯﾄ   ○   

ＲsＳＳ ｽﾎﾟｯﾄ    ○  

ＳＶ30 ｽﾎﾟｯﾄ   ◎   

ＳＶＩ(計算) ｽﾎﾟｯﾄ   ◎   

活性汚泥生物相 ｽﾎﾟｯﾄ   ○   

残留塩素 ｽﾎﾟｯﾄ     適宜 滅菌時のみ（放流水） 

【備考】 

・ 試料の種類はそれぞれ以下の意味とする。 

 スポット：１回の採取による試料。日常試験及び週試験においては始業から午前 10 時まで

の間に採取した試料とする。 

 コンポジット：前日午前 10 時から当日午前８時まで２時間毎に自動採水器で採取し、混合

した試料。 

・ 水質試験項目、頻度、採取場所は原則上記の通りとするが、特に理由がある場合には、

これに限らない。 

・ 最終沈殿池出水と放流水の水質が等しいと判断される場合は、放流水についての試験を

別途実施する必要はない。 

・ 水質異常時、運転方針の変更時等には、試験項目、頻度、採取場所について、委託者と

別途協議を行なうものとする。 

・ 残留塩素測定試験は最終沈殿池出水を消毒した際に実施する。 

・ 祝祭日等により休日が続く場合、日常試験は４日以上空けないで実施する。 
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別表－２ 週試験及び 24 時間試験の運搬する試料の目安量 

業務の種類 用 途 試料の種類 流入水 初沈出水 
終沈出水 
(放流水) 

週試験 

イオンクロ コンポジット 2ｍＬ 2ｍＬ 2ｍＬ 

大腸菌群数 スポット   100ｍＬ 

その他 
スポット 100ｍＬ 100ｍＬ 100ｍＬ 

コンポジット 500ｍＬ 500ｍＬ 2Ｌ 

24 時間試験 
イオンクロ スポット  2ｍＬ 2ｍＬ 

その他 スポット 1Ｌ 1Ｌ 1Ｌ 

【備考】 

・ 試料の種類はそれぞれ以下の意味とする。 

 スポット：１回の採取による試料。週試験においては、始業から午前 10 時までの間に採取

した試料とし、24 時間試験においては、前日午前 10 時から当日午前８時まで

２時間毎に自動採水器で採取した 12 試料とする。 

 コンポジット：前日午前 10 時から当日午前８時まで２時間毎に自動採水器で採取し、混合

した試料とする。 

・ 各用途の試料について以下の前処理を行う。 

 イオンクロ：陰イオン用検体は試料を 0.2μmメンブレンフィルターでろ過する。陽イオン

用検体は委託者の指定する希釈倍率とした後に 0.2μm メンブレンフィルタ

ーでろ過する。 

 大腸菌群数：最終沈殿池出水を消毒した際に放流水をチオ硫酸ナトリウムで中和する。 

・ 試料量、採取場所は原則上記の通りとするが、特に理由がある場合には、これに限らな

い。 

・ 水質異常時、運転方針の変更時等には、試料量、採取場所について、委託者と別途協議

を行なうものとする。 
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別表－３ 重金属等試験用の試料及び前処理 

容器表示 容  器 容 量 採水頻度 前  処  理 

重金属 酸洗浄済ポリびん 500ｍＬ 
流入水１回/３月 

放流水１回/３月 
有害金属用硝酸 5mL 添加 

フェノール ポリびん 250ｍＬ 
流入水１回/３月 

放流水１回/３月 

リン酸 2滴 

硫酸銅(Ⅱ)五水和物 0.25g 添加 

Ｏ－Ｐ ガラスびん 250ｍＬ 
流入水１回/３月 

放流水１回/３月 
塩酸(1+4)0.5mL 添加 

ＰＣＢ ポリびん 1Ｌ 
流入水１回/３月 

放流水１回/３月 
なし 

溶 Fe・Mn 酸洗浄済ポリびん 250ｍＬ 
流入水１回/３月 

放流水１回/３月 

№5Ｃろ紙でろ過(初液 50mL は捨てる) 

有害金属用硝酸 2.5mL 添加 

Ｃr・Ｆ 酸洗浄済ポリびん 500ｍＬ 
流入水１回/３月 

放流水１回/３月 
なし 

ＣＮ ポリびん 500ｍＬ 
流入水１回/３月 

放流水１回/３月 
水酸化ナトリウム 3粒 

ＶＯＣ 
130℃1時間以上乾燥 

フランびん 
100ｍＬ 

流入水１回/３月 

放流水１回/３月 

気泡が入らないように採水 

口まで満水状態で密閉する 

農薬 
アセトン洗浄済 

フランびん 
200ｍＬ 

流入水１回/３月 

放流水１回/３月 
口まで満水状態で密閉する 

Ｈex ポリびん 1Ｌ 
流入水１回/３月 

放流水２回/月 

メチルオレンジ数滴 

塩酸(1+4)2.0mL 添加 

【備考】 

・ 容器洗浄は水質管理担当課水質管理係が行う。 

・ 試料の種類はスポット（１回の採取による試料。始業から午前 10時までの間に採取した

試料。）とする。 
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別表－４ 水質試験方法 

試 験 項 目 試 験 方 法 

透視度 透視度計使用 

ｐＨ ガラス電極法 

アルカリ度 総アルカリ度（Ｍアルカリ度） 

ＳＳ ガラス繊維ろ紙法 

ＤＯ 隔膜電極法、光学式センサー法 

ＢＯＤ 隔膜電極法、光学式センサー法 

Ｃ－ＢＯＤ 隔膜電極法、Ｎ－アリルチオ尿素添加 

ＣＯＤMn 100℃過マンガン酸カリウム法 

大腸菌群数 デソキシコール酸塩培地、平板培養法 

ＭＬＳＳ ガラス繊維ろ紙法 

ＭＬＶＳＳ ガラス繊維ろ紙法 

ＲｓＳＳ ガラス繊維ろ紙法 

ＳＶ30 1,000ml（100ml 可）のメスシリンダーを使用 

残留塩素 ＤＰＤ粉体試薬使用 

活性汚泥生物相 光学顕微鏡（100 倍） 
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第10節 下水道処理施設維持管理支援システム活用要綱 

１．下水道処理施設維持管理支援システム（Ｓ-ＭＡＣ）の概要 

（１）運転管理システム 

各処理施設の運転状況の的確な把握・評価の実現、将来に向けた適正な施設の運転管理

に反映することを目的とし、各再生プラザの水質管理系運転管理情報を一元管理する。 

（２）設備維持管理システム 

各処理施設の維持管理情報を施設間で効率的に共有することを目的とし、各処理施設の設

備台帳や、保守管理情報である修繕履歴情報、点検履歴情報、及び故障履歴情報を一元管理

する。 

（３）作業管理システム 

処理施設の維持管理業務の効率的な執行を図ることを目的とし、維持管理情報の蓄積及び

共有化を行い、日常の業務の中で効果的な活用を図るものである。 

また、本システムは、点検・整備・機器の故障対応などの設備の保守管理業務及び日勤・

夜勤の操作室引継業務等を担うシステムである。 

２．水質監視システムの概要 

水質計装機器を経た情報を管理し、水質情報の連続的把握による適切な運転管理の実現、異

常情報の即時的把握・対応による環境リスクの軽減、遠隔地での情報把握等を目的として、

運転管理業務の一部を担うもので情報の蓄積及び共有化を行うシステムである。 

主な計測項目及びセンサーの設置場所は次による。 

（１） 酸化還元電位（ＯＲＰ） １系反応タンク１～４槽 

（２） 溶存酸素（ＤＯ）      １系反応タンク２槽・４槽、２系反応タンク４槽 

（３） ＭＬＳＳ        １・２系反応タンク４槽 

（４） 汚泥界面        １・２系最終沈殿池  

（５） 濁度          最終沈殿池流出水路 

（６）  アンモニア濃度     最終沈殿池流出水路 

３．気象情報システム（そらみる）の概要 

運転操作監視業務の支援システムであり、次の情報を提供する。 

（１）気象レーダ 

（２）気象衛星・天気図 

（３）現在及び過去の気象データ 

（４）天気予報・警報・注意報 

（５）台風・津波・地震・河川の各情報 

４．雨天時状況報告作成システム 

雨天時における流入水量、降雨量、主ポンプの運転時刻などをグラフ化するシステムである。
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受託者は降雨時に、本市基準により定められた主ポンプの揚水量に達した場合、または、委託

者より請求があった場合は、速やかに書面若しくはデータにより情報を提出するものとする。

なお、定められた本市基準については、別途指示をする。 

５．各システムの目的と用途 

各業務において、下記の各システム及び付記した機能を運用することとする。 

（１）運転操作監視業務 

（ア）Ｓ-ＭＡＣ運転管理システム  水質管理系運転管理情報 

（イ）Ｓ-ＭＡＣ作業管理システム    お知らせ機能、操作室引継機能、機器故障機能 

（ウ）水質監視システム  水質情報の連続的把握 

（エ）気象情報システム（そらみる） 気象情報 

（２）保守点検業務 

（ア）Ｓ-ＭＡＣ設備維持管理システム 設備維持管理情報 

（イ）作業管理システム   お知らせ機能、作業管理機能(作業、作業割、報告書、作業一覧

等) 

（３）補修業務 

（ア）設備維持管理システム 設備維持管理情報 

（イ）作業管理システム   お知らせ機能、作業管理機能(作業、作業割、報告書、作業一覧

等) 

（４）その他の業務 

（ア）作業管理システム   お知らせ機能、作業管理機能(作業、作業割、報告書、作業一覧

等) 

（イ）雨天時状況報告作成システム 雨天時における流入水量、降雨量、ポンプの運転状況

など報告書作成 

６．各システムの運用と管理 

（１）Ｓ-ＭＡＣ設備維持管理システム 

・ 総括管理者 処理施設課 

・ 管理者   創成川水処理センター設備係  

・ 使用者   受託者(委託者より付与される ID パスワードにより使用可能) 

全施設閲覧参照可能、なお作成業務は発生しない 

・ 操作説明書（電子媒体にて提供） 

（２）Ｓ-ＭＡＣ運転管理システム 

・ 総括管理者 処理施設課 

・ 管理者   創成川水処理センター管理係 

・ 使用者   受託者(委託者より付与される ID パスワードにより使用可能)  

全施設閲覧参照可能、なお、作成業務は発生しない。 

・ 操作説明書（電子媒体にて提供） 

（３）Ｓ-ＭＡＣ作業管理システム 
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・ 総括管理者 処理施設課 

・ 管理者   創成川水処理センター設備係 

・ 使用者   受託者(委託者より付与される ID パスワードにより使用可能) 

  当該必要な機能について作成・参照・修正・削除・検索および印刷が可能 

・ 操作説明書（電子媒体にて提供） 

（４）水質監視システム 

・ 総括管理者 処理施設課（水質管理担当課） 

・ 管理者   創成川水処理センター管理係 

・ 使用者   受託者(システム自動起動、手動終了により使用)  

  当該施設閲覧参照可能、なお、作成業務は発生しない。 

・ 操作説明書（電子媒体にて提供） 

（５）気象情報システム（そらみる） 

・ 総括管理者 施設管理課 

・ 管理者   創成川水処理センター設備係 

・ 使用者   受託者(システム自動起動、手動終了により使用) 

  全機能閲覧参照可能、なお、作成業務は発生しない。 

・ 操作説明書（電子媒体又はペーパーにて提供） 

７．各システムに必要な端末機とソフトウェア 

受託者が使用する業務専用パソコンは、以下のとおりとする。 

（１）Ｓ-ＭＡＣ用専用線による端末機 

ア Ｓ-ＭＡＣ用の端末（７項(1)(2)(3)用）は、受託者がリース契約により準備を行い、操

作室及び事務室に各 1台設置する 

Ｓ-ＭＡＣ用端末機に合わせて、専用のプリンター１台をリース契約等により準備し、操

作室に設置する。 

リース契約期間は、いずれも令和３年４月１日から令和７年３月 31 日までの 48 箇月と

する。 

リース端末へのソフトインストール及びリース期間満了時のアンインストールは、委託

者が行う。 

リース端末とプリンターの仕様は第１３節参考図表別表１「下水道処理施設維持管理支

援システム（Ｓ-ＭＡＣ）リース用端末仕様書【標準】」による。 

なお、本端末はＳ-ＭＡＣ専用とし、委託者が使用するイントラネットとの接続を禁止す

る。 

イ 同端末のリース期間満了時等は、本市の情報資産保護を目的として、端末内のデータを

完全に消去し、データ消去の画面写真を含む書面を以て、委託者へ報告を行う。 

（２）水質監視システム専用端末機 

水質監視システムが使用可能であり、操作室に 1台設置する。 

端末機には、上記情報システムのソフトのほか必要なソフトがインストールされているが、

初期画面操作により選択可能である。 
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なお、本端末機は、委託者等が使用するイントラネットとの接続は出来ない。 

（３）気象情報システム（そらみる）専用線および専用端末機 

気象情報システム（そらみる）が使用可能であり、操作室に各 1台設置する。 

なお、本端末機は、委託者が使用するイントラネットとの接続は出来ない。 

（４）雨天時状況報告作成システム 

雨天時報告書作成システムは、動力監視制御設備の一部として設備されているシステムで

ある。 

【端末の対応区分】 

 受託者側準備 委託者側貸与 備 考 

下水道処理施設維持管理支

援ｼｽﾃﾑ Ｓ-ＭＡＣ 

６(1)(2)(3)

○  

端末等のハード機器

は受託者がリース 

○ 

Ｓ-ＭＡＣ用 

ソフトウェア 

（ﾒﾝﾃﾅﾝｽ共） 

４箇年リース 

水質監視システム ６(4)  ○ ﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄ共 

気象情報システム ６(5)  ○ ﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄ共 
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第 11 節 労働社会保険諸法令遵守状況確認に関する特記事項

労働社会保険諸法令遵守状況確認に関する特記事項 

委託者（札幌市）は、役務契約について、適正な履行及び品質の確保を図る観点から、

履行検査の一環として、業務対象施設に従事する労働者に関する労働社会保険諸法令の

遵守状況の確認を行うことができるものとし、受託者は、委託者からの求めに基づき、

下記のとおりこれに応ずるものとする。 

記 

１ 労働者の労働環境に関する書面の提出 

受託者は、次に掲げる書面を、委託者が指定する期日までに提出すること。 

(1) 業務従事者名簿（様式 1）及び業務従事者配置計画書（様式 2） 

業務対象施設に日常的に従事（常駐）する労働者（以下「労働者」という。）の

把握とともに、労働者の配置計画及び社会保険加入義務を確認するため、「業務従

事者名簿（様式 1）」及び「業務従事者配置計画書（様式 2）」を、業務の履行開始

日の前日までに提出すること。また、労働者が変更となる場合には、その都度、業

務従事者名簿を、変更後の労働者が従事する日の前日までに提出すること。 

(2) 業務従事者健康診断受診等状況報告書（様式 3） 

労働者（上記(1)の「業務従事者名簿（様式 1）」により報告のあった労働者）の

健康診断受診等状況を確認するため、「業務従事者健康診断受診等状況報告書（様

式 3）」を、当該報告事項確定後から履行期間終了日までの間に提出すること。な

お、複数年契約のものにあっては、履行期間内において、１年毎に１回当該書類を

提出すること。 

(3) 業務従事者支給賃金状況報告書（様式 4） 

労働者の支給賃金状況を確認するため、年１回、委託者が指定する期日までに、

「業務従事者支給賃金状況報告書（様式 4）」を提出すること。 

２ 労務管理に係る書類 

次のいずれかに該当する場合にあっては、受託者は、上記１の書面のほか、契約約

款第 16 条第２項の規定に基づき、受託者が保管する雇用契約書、賃金台帳、出勤簿

その他の労務管理に係る書類を、委託者が指定する期日及び場所において、委託者が

確認できる状態にすること。 

(1) 低入札価格調査を実施して契約を締結したもの 

(2) 上記 1の書面での確認において疑義が生じたもの 

注）各様式は、札幌市財政局のホームページからダウンロード可。 
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第１２節 引継書の内容 

「引継書は、業務履行の契約終了前に、保守点検業務、運転操作監視業務、水質試験業務、

委託業務、事務業務のほか、当該委託業務に係ること全般について、受託者から委託者に対して

引継ぎを行う際に必要な書類一式であり、その構成内容は、以下のとおりである。 

「引継書」は、書面または電子媒体にて、受託者から委託者に提出する 

なお、受託者は、契約終了前の業務引継ぎの工程について、事前に委託者が指定する者と調

整を行うこととする。 

１ 案内図・平面図・各施設平面図 

２ 処理フローシート 

３ 単線結線図 

４ 日誌類（日報、月報、その他） 

５ 施設の現況報告書 

（１) 主要機器の仕様について 

ア）各施設設備の留意すべき特性や固有の状況 

イ）その他の留意事項 

（２) 機器運転パラメーターとその一般的な設定値 

ア）定常時及び非定常時の調節器及び各設備の設定状況 

イ）その他の留意事項 

（３) 主要機器の補修履歴 

（４) 設備全体としての劣化状況 

（５) 頻繁に起こる故障とそれに対する対処法 

（６) 運転マニュアル 

ア）特有の運転方法、運転上の特別な操作及び運用方法 

イ）その他の留意事項 

６ 緊急連絡体制図（氏名、電話番号等の個人情報を削除して空白としたもの。） 
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第１３節 参考図表 

別表１ 下水道処理施設維持管理支援システム（Ｓ-ＭＡＣ）リース用端末仕様書【標準】 

（１）Ｓ-ＭＡＣ専用業務用端末機

本体 ディスクトップ型 グリーン購入指定品 
ＣＰＵ インテル プロセッサー Ｃｏｒｅｉ３ 以上   
メモリ ４ＧＢ以上（Ｗｉｎｄｏｗｓ１０が正常に動作すること） 
ＨＤＤ ３００ＧＢ以上 
光ドライブ 内臓、ＤＶＤ-ＲＯＭ以上 
ＯＳ Ｗｉｎｄｏｗｓ１０ Ｐｒｏ（日本語版） 
アプリケーションソフ Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｏｆｆｉｃｅ ２０１６ 

ディスプレイ 20型 TFT カラー フルＨＤ（1920×1080）以上 
電源/周波数 AC100V/50Hz コンセント変換コネクタ付 
台数 ２台 
付属品 パソコン用ラック １台 

（スチール製 ＰＣ1台 プリンター１台 搭載用 、椅子は含まず）

（２）Ｓ-ＭＡＣ専用モノクロレーザープリンター 

本体 グリーン購入指定品  
用紙サイズ Ａ４ 縦・横 
対応ＯＳ Ｗｉｎｄｏｗｓ１０ 
電源/周波数 AC100V/50Hz コンセント変換コネクタ付 
保守 メーカー標準保障のみ 
台数 １台 
その他 ネットワーク経由での共有が可能 

（３）リース期間

令和３年４月１日 から 令和７年３月 31 日 まで （４８箇月リース）

（４）リース場所

札幌市内 指定場所
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